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● 一ご あ い さ つ
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情報処理分野における新 しい環境 と時代の要請に即応

す るため昭和51年4月1[,(財)[本 情報処理開発

センター,(財)rl本 情報開発協会および(財)情 報

処理研修 センクーの3団 体が新たに財団法人 日本情報

処理開発協会 として発足いたしました。

新財団は情報処理関係の中核団体 として,情 報処理 お

よび情報処理産業全般 に わ た る 調査,研 究開発,教

育,研 究奨励,普 及 ・広報および国際交流等の事業 を

通 じ,わ が国経済社会の発展 に寄与することを念願 し

てお ります。

このたびの新財 団の発足にあた りひ とことご挨拶 申し

上げます とともに今後 とも各位のご支援,ご 協力をお

願 い申し上げる次第であ ります。

財団法人

日本情報処理開発協会

会 長 植 村 甲午郎

(4月26[新 貝オ団 発 足披 露=会に お け る玉突拶 か ら)
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痴争 ム路
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餐纂 か ら250名 が参加

A

既報のとお り,当 財団は旧,日 本情報処理開発

センター,日 本情報開発協会,情 報処理研修 セン

ターの3団 体が統合し,財 団法人 日本情報処理開

発協会 として発足 したが,そ の披露が さる4月26

口午後2時 か ら,東 京 プ リンスホテル で 行 わ れ

た。

当nは,折 から国会開催中であったため,河 本

通産大臣はじめ各大臣の出席は得 られ な か っ た

が,綿 貫通産,羽 田郵政の両政務次官は じめ,各

界 からおよそ250名 の方 々が参加 した。

な お,新 財 団 の事 業 組 織 等 の あ らま し につ い て は4ペ

ー ジ以 降 に 紹 介し て い る。
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写真説明

A参 加 者と挨拶を交わす新財団役員(1人 おいて左から植村会

長,斎 藤,山 内,稲 葉の3副 会長)

B・G盛 況だったパーティのもよう

C乾 杯の音頭をとる岡村日本自転車振興会会長

祝辞をのべる来賓各氏

D五 戒参議院議員

E綿 貫通産政務次官

F羽 田郵政政務次官
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〔沿 革〕

新鋼 は旧,酬 輔 醐 理1脱 センクー訓 解 情報ll目醐 会一 蹴 鞭 酬 修センターの3団 体が齢 して発

足した。

(財)日本情報開発協会

43fド9月,,文"tl

(財)日 本情報処理開発セ ンター

42fr12月`言 文 、ン:

(財)日本情報処理開発協会

51t卜4月 読 で「

(財)情 報処理研修 セ ンター

45fド3月1、 元V乙

〔事 業〕

新鋼 は,上 記酬3剛 柳l」業捌 き継ぎ謂 報処跡 式および情報処醜 業の開搬 興の励 おもにつぎのよ

うな事業を行っている。

鯛 査

内外の情報処理システム、情

報産業の実情およびその動向

に関する調査

国際交流

海外の情報処理機関との提携 、

調査団の派遺を通 じて国際交流

研 究開発

各種情 報処 理 方式 お よ びオ

ペ レー ティ ング ・シス テム

等 の ソフ トウェ アの研 究開

発

情報処理方式 、

情報処理産業

の開発 ・振興

研究奨励 ・普及 ・広報

す ぐれた研究成果をあげた企業等

への奨励金の交付、情報処理に傑1

する知識技術の普及をはかるため

の広報活動

コ ンサ ル テー シ ョンおよ びデ

ー タ処理 サ ー ビス等

ソフ トウェア利 用促進 の ための

コンサル テー ショ ン、プ ログ ラ

ミング等 のデ ータ処 理サ ー ビス

教 育

上級情報処理技術者養成、

情報処理技術者育成のため

の指針の作成

o
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〔組 織 〕
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●昭和51年 度情報処理関係施策

1.通 商産業省 における情報処理関係施策

通商産業省機械情報産業局電子政策課

朝i 明 夫

わが国 におけ る電子計算機の利用 は依然 として急速 に広が ってお り,昭 和45年9月 末 の実 動

状 況(実 際に稼 動 してい る電 子計算機 の金額 および台数)が7,488億 円7,910台 であ った ものが

昭和50年9月 末 には2兆809億 円,32,450台 とな ってい る。 これ は5年 間で金額ベースで2.8

倍,台 数ペ ースで4.1倍 とな った ものであ り,年 平均の伸 び率 はそれ ぞれ23%,33%と い う高

い水 準 となる。 昭和51年3月 に告示 された電子計算機利用高度化計 画においては,昭 和55年 度

末 の実動状 況は3兆5,000億 円,36,400台 とされてお り,今 後 とも金額 ベースで20%以 上,台

数ベースで30%以 上の高 い成長が見込まれてい る。

電子計算 機産 業および情報処理産業 は,次 の よ うな特色が ある。まず省資源産業であ ると同

時 に無公害産業の典型で もある。 さ らに知識集約産業,技 術先端産業 として他の産業への大 き

な波及効果 を有 してい る。 このよ うな特色 を見 る とき,そ の健全な発達 は今後わが国の産業構

造の中核 とな るキー ・インダス トリーの一 つ とな るこ とが期待 され る。

●

1.自 由化 の経緯

上記のような点に鑑み,情 報産業の輸入および資本の

自由化は極力遅 らされてきてお り,そ の間に国内産業の

自立体制の整備が図 られて きたが,外 国か らの要請等に

より,徐 々に自由化が進め られ,昭 和50年12月24日 の電

子計算機輸入の自ril化および昭和51年4月1日 のソフ ト

ウエア産業の資本の自由化によ り,わ が国情報処理産業

は完全に自由化を終了 し,外 国系メーカーと裸の競争を

そ了うこととなっナこ。

2.昭 和51年 度施策の概要

情報産業の重要性および自由化に備えて団体企業等の

体質を強化するため,従 来からいくつもの振興策が講 じ

られてきたが,昭 和51年 度において も,そ の継続および

いくつかの新たな施策が講 じられることとなったが,こ

れ らは以下の4本 の桂に分けてみることができる。

通産省の行 う情報関連施策の第1の 柱は電子計算機産

業振興策であり第2は 情報処理産業振興策である。第3

の桂 としては社会システムの開発であり,第4は 情報化

のための基盤整備である。 この うち第1か ら第3の うち

主な ものは次の通 りである。

(1)電 子計算機産業振興策

① 電子計算機新機種開発促進費補助金

(単位 百万円)

■

51鞍 覆 額1

1・,825i

前 年 度 比較増 △減

12,47・i △1,650

IBMの 現 在 の 主 力 機 種 で あ る370シ リー ズ はLSI

を用 い た,い わ ゆ る第3.5世 代 機 種 で あ り,従 来 のIC

を 用 い た360シ リー ズ に 比 べ て は るか に 高 い コス トパ フ

ォー マ ン ス を有 して い る。 国産 メー カー も これ に そ って

対 抗 す る こ との で きる新 し い シ リー ズの 電 算 機 を開 発 す

る こ とは 緊急 の課 題 で あ り,集 約 化 され た 国産3グ ル ー

プ に 対 して,そ の 開 発 費 用 の50パ ー セ ン トを 補助 す る も

の で あ る。

一6一
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■ 寄 稿 ■

自 由 化 の 経 緯

昭和46年7J]

H日和17勾 三2戊 」

[lr{gi[」17勾三4月

目目零047年7戊'」

昭和47年8月

昭和48年4月

昭和48年6月

第t次 資本自由化決定
電算機関係の資本・輸入白山化措置決定

(§ 芙::::::藷議 螺 鍵 闘 嘉墨継,近 い,ち 。L:,、ti化、47、1,2、実施))

周辺装置の大部分の輸入 自由化実施

関税の一率引下 げに伴い,電 算機関係の関税 も,本 体15%一 ・13.5%,周 辺25%一一・22.5%と な った。

技術導入の 白山化措置決定

Gヲ ぽ 膓::::::翻雛}{{}1{)

輸入 自由について,納 入ベースで外国機の シェアが50%に 達 す るまでは弾力的取扱いをす る旨決定

資本 自由化決 定

(電 算 機 産 業100%自 由化……昭和50年12月1日lC産業100%自由化……昭和49年12月1日ソフ トウェア産 業50%自 由化……昭和49年12月1日100%自由化……昭和51年4月1N)
200素 子未 満のICに ついて輸入 自由化を実 施

鷺 讐羅 ⊇ 品詞 辺装置の うち罐 端 末機)お よびIC(200好 以上 の もの)の 輸入 舳 化

(電 算機… …昭和50年 中 ……昭和50年12月24日 に実施IC……昭和49年中 …… 昭和49年12月25日に実 施)

② 周辺装置等開発促進費補助金

(単位 百万円)

51年 度 予算額

…1

前 年 度 比較増 △減

900 △300

周 辺 装 置 お よ び端末 機 器(プ ロ ッタ,キ ャラ ク タ ・デ

ィ ス プ レ イ,シ リアル ・プ リン ター,OCR,イ ンテ リ

ジ ェ ン ト・ター ミナル,キ ー ツー 磁 気 テ ー プ装 置等)の

開 発 を 行 う国産 電 算 機 お よび周 辺 装 置等 メー カー に 対

し,そ の 開 発 費用 の50Ae.一一セ ン トを補 助 す る も の で あ

る。

③ 次 世代 電 子 計 算 機 用 超LSI開 発 促 進 費 補 助 金

(単位 百万 円)

高密度,高 速度化 した超LSI(大 規模集積回路)で あ

る。 このため次世代電子計算機用大規模集積回路開発促

進費補助金を創設し,国 産 メーカーの一本化 された研究

組織に対し,そ の開発費用の50パ ー一・keントを補助する。

9

④ 日本電子計算機㈱に対する開銀融資

(単位 百万 円)

51年 度 予 算 額 前 年 度

46,00047
,000(う ち補 助13

,000)

⊥七較 増 △減

1,000

51年 度予算額 前 年 度 比較増 △減

3,…1 0 3,500

IBMで は,現 在 の370シ リー ズ に比 べ て価 格 性 能 比

を格段 と向 上 させ,ソ フ トウ ェア や周 辺 端 末 装 置 に も革

新 的 な 技 術 を 盛 り こん だ 次 の 世代 の 電 子 計算 機,通 称

FS(FutureSystem)を 開 発 中 で あ り,ま もな く発 表

され る とい わ れ て い る。 これ に 対抗 し うる電 子 計 算 機 を

早 急 に開 発 す る必 要が あ る。

FSの 技術 的 中核 とな る の は,現 在 のLSIを さ らに

電子計算機の販売はその大半をレンタル制によってい

るが,こ の方式はユーザーにとっては初期導入資金が不

要であ り,技 術革新に伴 う陳腐化の危険を回避できる等

のメリットがある。しかし他方,メ ーカーにとってはそ

れに伴 う膨大な販売資金負担を必要とすることとなる。

このためその負担を軽減し,国 産電子計算機 メーカーの

育成を図るため,昭 和36年 に発足 した日本電 子計算機㈱

に対し開銀資金を投入することによりレンタル資金の確

保を行って きた。電子計算機は50年 中に完全な自由化が

行われ,51年 度はIBM等 の強大なメーカーとの生の競

争に直面することとなる。このような状況にあって,50

年度に引き続 き51年度においても日本電子計算機㈱に対

する開銀融資の充実が図られることとな った。

一7一
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■ 寄 稿 ■

⑤ 機構改善のための開銀融資

電 ∫二計算機産業の国際競争力等を強化するため,川 ほ

メ_ヵ_6祖 業 務提携等により口瑚 整備を進めている

が,こ れを一層促進するため体制整備を実施しているメ

ーカに対して引 き続 き設備投資資金のi融資を行うのであ

る。

◎ 機 電 法 に 基 づ く開 銀 融 資

(ll't{、z『ビ|'ノ∫II])

一"

51年 卵 ・額;前 年 度1比 較 恥 減1
-

・,…1・,…1 .・

特定電 子工業および特定機械ll業 振興臨時措置法(略

称 「機電法」)に 基づ き,特 定電 力1業 および特定機械

工業の生産の合理化,新 技術の企業化等を促進 す る た

め,そ の設備資金につ き開銀融資を行うものである。

⑦ 電子計算機買戻損失準備二念制度

電子計算機 メーカーは,前 述のJECC等 を通 じてレ

ンタルを行っているが,ユ ーザーがレンタルを止めた場

合には,JECCか ら電算機を買い戻すこととなる。 こ

のときの損失に備えるナこめ,売 上げの20%を 準備金 とし

て損失算入で きる。

⑧ 電子計算機特別償却制度

情報処理の高度化に資する電 子計算機を鶏人し,わ が

国情報化の一層の促進を図るとともに,わ が国電子計算

機産業に安定的な市場を確保するため,電 」富卜算機の買

取 りユーザーに対して初年度%の 特別償却が認められて

いる。

⑨ 電 子計算機に対する固定資産税の軽減措置の延長

電 」㍉計算機は情報化社会の担い手であり,今 後とも普

及を図ってい くことが必要である。 このため,国 税にお

ける電子計算機の特別償却制度の延長措置に加え,地 方

税においても固定資産税の軽減措置がとられている。

(2)情 報処理振興事業協会の助成等の拡充

① 情報処理振興事業協会運営費補助

(ソフ トウ。ア生産技術開発を除 く)

(単位 百万円)

51轍 予算 額 前 年 度{比 較 増 △減

1,23311,3221 -△ 響

ソフ トウェアの開発および流通の促進,情 報処理サー

ビス業等の育成に関する事業を実施することによ り,情

報処理の振興を図ることを日的 として45年10月1日 に設

立 されk「 情報処理振興 事業協会」(IPA)に 対して

先進的汎用プログラムの委託開発,買 上げおよび貸付に

要する経費について補助する。

② ソフ トウエア生産技術開発計画

(単位 百万円)

51轍 予瓢1前 年 度 上 空 竺 今週 .

…1旦 _一 一_一 －r509

ソフ トウェア産業の 自由化対策 として,48年 度 か ら

50年 度まで実施して きナこソフ トウェアモジュール補助金

(3カ 年30億 円)の 成果を踏まえて新しくソフ トウェア

生産のオー トメーシ。ン化を図る基礎技術を開発するた

め,特 別委託 として情報処理振興事業協会にソフ トウェ

ア生産技術開発計画補助金を交付するものである。

③ 情報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債引受を

見返 りとして,長 期信用銀行3行 が融資を行 うもので,

その対象は次のとお りである。

●情報処理サービス業者等の電子計算機導入,プ ログラ

ノ、開発,情 報処理技術者の教育その他その業務の高度

化に必要な資金

●一般企業のプログラム開発および情報処理技術者の教

育に必要な資金

④ ソフ トウェア開発のため開銀融資

今後一層重要性の増すソフ トウェアの開発を促進する

ため,電 子計算機 メーカーおよびソフ トウェア企業に対

し,ソ フ トウェア開発および情報処理技術者の教育,研

修のために取得する電子計算機,建 物土地,お よ び教

育,研 修施設並びにそれらの付属設備等につ き融 資 を

行 う。

⑤ プログラム保証準備金制度

一'8一
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プ ログ ラ ム納 入 後 に 発 生 す る補 修 費 に備 え て積 立 て を

行 うこ とに よ り,ソ フ トウ ェ ア企 業 の 経営 の 安 定化 を 図

り,ソ フ トウ ェア産 業 の健 全 な育 成 を 図 るた め,プ ログ

ラ ム保 証 準備 金 を積 む こ とが 認 め られ て い る。

機器の試作を行い,一 部実験をも推進してい く。

② 生活映像情報システムの開発

(単位 百万円)

51年 度予算額

553

前 年 度 比較増 △減

804 △251

(3)社 会システムの開発

① 医療情報システムの開発

(単位 百万円)

51年度予算額 前 年 度 比較増 △減

4611313148

国民生活の充実が叫ばれている今日,医 療 サ ー ビス

は,国 民のニーズが高まっているにもかかわらず,供 給

が追いつかず,深 刻な社会問題となっている。

この解決を図 るナこめには,現 代科学技術の先端である

コンピュータを中心 とする情報技術 と,近 年著しい進歩

をみつつある医用電子技術を活用した医療情報システム

の開発を図 り,医 療サービスの生産性の向上と地域格差

の是正を図る必要がある。

このため各種医療用画像情報処理装置,病 院内情報処

理装置,医 療用言語等を含む総合的な医療情報システム

を開発することとし,51年 度は,48年 度の基礎的な調査

研究,49年 度の基本設計,50年 度の詳細設計に引き続 き,

近 年 急 速 な 技 術 進 歩 を遂 げ つ つ あ るCATV,ビ デ オ

・パ 、ソケ ー ジ等 を技 術 的 な 基 礎 として,こ れ と コ ン ピ ュ

ー タ を組 み合 わせ た 双 方 向 生 活 映 像 情 報 シ ス テ ム は ,

CAI,フ ァク シ ミリ,TVシ 。 ッ ピング 等 広 汎 な サ ー

ビス を提 供 で きる機 能 を有 し,来 た るべ き情 報 化 社 会 の

日常 生 活 に大 きな影 響 を与 え る もの として 期 待 され て い

る。

この よ うな 映 像 情 報 シ ス テ ムは,生 活 全 般 に わ ナこる総

合 情 報 処 理 シ ス テ ム で あ るた め,実 験 タ ウ ンを 設 け,機

器 開 発 を含 め た シ ス テ ム全 体 の 開 発 や 利 用 者 の 具体 的 ・

定 量 的 ニー ズ の 把握 を行 うと と もに,技 術 的 な 信頼 性 に

関 し実 際 の オペ レー シ 。ンを 実 施 しつ つ 実 験 す る こ とが

必 要 で あ る。

この ナこめ47年 度 の 基 本 設 計,48年 度 の 詳細 設 計,49年

度 お よ び50年 度 の機 器 の 試 作 開 発 に 引 き続 き51年 度 は サ

ブ シス テ ムの 製 作 を 推 進 す る。

◎

1

、
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●昭和51年 度情報処理関係施策

III 郵政省 にお ける情報処理関係施策について

郵政省電気通信監理官室

古 城 武 志

郵政省の行う施策の概要

電子計算機 と電気通信回線とを結合して行 う遠隔情報

処理システムであるデータ通信の出現により,コ ンピュ

ータの能力 とその効用は飛躍的に向上するとともに,コ

ンヒ。ユークパワーの経済的効率的利用が一段 と可能 とな

った。

郵政省は,電 気通信を主管する官庁 として,こ のデー

タ通信の健全な発達を促進するため,

① データ通信回線利用制度の整備

② データ通信サービス事業の振興

③ 関連電気通信システムの技術開発

④ 基盤整備のナこめの実態調査

等の諸施策を実施している。 このほか,電 電公社および

国際電電に対し,デ ータ通信回線サービスおよびデータ

通信設備サービスの提供並びに関連諸技術の開発に関す

る指導監督を行っている。

わが国における情報化の推進のため,郵 政省が行って

いるこれ ら諸施策の概要は,次 のとお りである。

1.デ ータ通信の健全な普及発展の促進

(1)デ ータ通信回線利用制度の整備

従来の公衆電気通信法では,専 用線の共同使用 ・他

人使用が厳 しく制限されてお り,ま ナこ,加 入電話回線

・加入電信回線に電子計算機を接続することも認めら

れていなかった。

郵政省においては,わ が国における遠隔情報処理の

振興を図るナこめ,資 本の自由化のスケジュール,国 内

産業の育成等を考慮し慎重に検討した結果,電 子計算

機等に接続するデータ通信回線の利用制度を現実的 ・

段階的に整備してい くこととし,い わゆる通信回線の

開放を主とする公衆電気通信法の一部改正案を策定し

た。

この改正案は,第65通 常国会において 「公衆電気通

信法の一部を改正する法律(昭 和46年 法律第66号)」

として成立し46年5月 に公布されナこ。

この公衆電気通信法の改正に基づ き措置しナこデータ

通信回線利用制度の整備は,大 要次のとおりである。

①46年9月 一 従来の専用線に比べ共同使用 ・他人

使用の制限を大幅に緩和した特定通信回線の提供開

始

②47年11月 ～48年8月 一 加入電話回線 ・加入電信

回線を電子計算機等に接続して使用する公衆通信回

線の提供開始

③48年4月 一 電電公社が提供するD-9(4,800

ビ・.ト/秒)特 定通信回線の新設

④48年4月 一 国際電電が提供する音声級特定通信

回線の共同使用 ・他人使用における分割使用の許容

⑤48年11月 一 電電公社が提供する広周波数帯域特

定通信回線の利用者範囲の制限廃止等

・1規 格(48キ ロヘルツ)お よびJ規 格(240キ

ロヘルツ)の 特定通信回線の一般開放

・1-3(48キ ロビ、.ト/秒)特 定通信回線の新設

・D-1(帯 域使用)特 定通信回線の分割使用の制

限撤廃

⑥49年11月 一 国際電電が提供する音声級特定通信

回線の分割使用の制限撤廃

⑦50年3月 一 電電公社のセンター接続交換設備に

一10一
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収容する公衆通信回線 の 提 供 開始(こ の措置によ

り,国 鉄の 「みどりの窓口」電話予約サービスが開

始 された。)

⑧50年7月 一 電電公社が提供する特定通信回線の

料金改正

・料金の距離区分を従来の28段 階か ら10段階に簡

素化

・短距離と長距離の料金格差の是正

(この措置により,料 金格差の比率は,D-1の 場

合,従 来の1対703か ら1対117に 改善された。)

・D規 格(3 .4キ ロヘルツ)の 特定通信回線の分

割使用料の廃止

⑨51年3月 一 電電公社の48キ ロビット/秒 交換網

サービスの提供開始(こ の措置によ り,従 量料金制

による高速度のデータ伝送又はファクシ ミリ伝送が

可能 となった。)

⑩ 検討中 一 特定通信回線の他人使用の制限緩和

データ通信の健全な発達 をより一層促進 するた

め,電 電公社 ・国際電電の提供する特定通信回線の

他人使用の制限を緩和することとし,現 在その乎続

を進めている。

⑪ 検討中一 新データ網サービスの提供

データ通信を中心 とする多彩かつ高度なサービス

の需要に対応するため,電 電公社は,高 速かつ高品

質の新しい交換網サービスを提供することとし,部

分的なサービス提供開始の目途を昭和53年 として目

下その現場試験等を行っている。

この新データ網に関し,そ のサービスの具体的内

容,料 金体系および料金水準,サ ービス提供地域,

既存網あるいは自営設備との接続等提供条件全般に

ついて,電 気通信体系全体の秩序を保つ ことを十分

考慮しつつ検討を進めている。

(2)デ ータ通信サービス事業の振興

前述した公衆電気通信法の一部改正に伴 う一連の措

置により,電 電公社 ・国際電電のほか民間の計算セン

ター等 もデータ通信サービス事業を営むことができるよ

うにした。このことによって,電 電公社 ・国際電電 と

民間計算センター等とが,相 携えてそれぞれの能力 ・

特長を生かしつつわが国の情報化を推進していくこと

となったが,そ のためには公正な競争関係を堅持する

必要がある。

郵政省は,こ のような観点に立 ち,電 電公社に対 し

て,デ ータ通信事業の独立採算制を維持 し収支相償を

確保するとともに,民 間計算センター等との調和的な

発展について十分配意するよう指導 し,特 に,デ ータ

通信設備サービスの提供分野については,技 術開発に

先導的な役割を果たすものを中心 とし,と りわけ,重

要な国家的ないし社会的な課題を支援するシステムに

その技術力をより一層傾注するよう指導 してきた。

個々のデータ通信設備サービスの提供に際 しては,

あらかじめ公衆電気通信法第55条 の20の規定に基づ く

認可が行われる。最近の認可例としては,大 気汚染 ・

水質汚濁等環境に関する各種計測データ・文献情報の

収集 ・分析 ・検索等を行 う,「 環境庁環境情報システ

ム」(50年3月 サービス ・・fン),駅 ・デパー ト等の

公共的な場所に新設されるキ ャッシュ・デ ィスペンサ

ーから本システム参加銀行預金口座の預金を引 き出す

ことができる 「現金 自動支払システム」(50年11月 サ

ービス ・イン)全 国各地の生鮮食料品等の市況情報 ・

産地情報等の流通情報の集配信を行 う 「農林省生鮮食

料品流通情報システム」(51年11月 サービス ・イン予

定)等 がある。 ・

(3)そ の他

情報処理振興事業協会等に関する法律第3条 の規定

に基づ き,電 子計算機に電気通信回線を接続してする

情報処理のために開発するプログラムに係る電 子計算

機利用高度計画を定め,51年3月,そ の要旨を公表し

た。
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2.関 連電気通信システムの技術開発

(1)情 報処理技術の研究開発

電波研究所においては,こ こ数年来進めてきた画像
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情報の符号化方式による離 率伝送技術についてパ

までに得 られナ瀞 止画像の研究を一層推進するととも

に,動 画像の研究 も溌 展させることとしている・ま

た,入 出力情報の形 として重視 されてきている文字情

報,特 に漢字を含む文字(F習:き を含む。)に 関する

識 方法の研究については,51"・F度に大量のサンカ レ

を用いた実験を行って実用性を評価し,取 りまとめを

行 う。

(2)情 報ネ ットワーク関連のシステム開発

増大し多様化する情報通信の需要に対処できる高能

率の 安 定 し た情報ネットワークの建設を促進するナこ

め,人 工鯉 および海底ケーブルシステ・の醗 を進

めている。

① 通信衛星および放送衛星の開発

わが国の将来の通信需要等を満たす技術の確立を

図るため,昭 和52年 度打上げを目標 として,48年 度

から実験用中容量静止通信衛星および実験用中型放送

衛星の開発を進めている。

51年度においては,両 衛星の静止以後に行 う衛星

の運用管制 ソフ トウ。アの研究開発・実験データ収

集記録装置等の施設すえ付け調整等を行う。(予 算

額1,887,286千 円。次年度以降支出予定国庫債務負

担行為147,840千 円)

② 実験用静止通信衛星の開発

多量の情報量を伝送する容量を持つに もかかわ ら

ず技術的困難性から従来ほとんど利用 されていなか

。ナこミリ波鵠 波を衛星通信に実用化する技術の確

立を図るため,昭 和53年 度打上げを目指 して,実 験

用静止通信衛星の開発を42年度か ら行っている。

51年度においては,伝 搬実験データ処理ソフ トウ

ェアの開発,機 器等地上施設の整備等を行 う。(予

算額698,910千 円)

③ 新海底同軸ケーブルの開発

従来の銅に代えてアル ミニウムを外部導体 として

使用するほかケーブルシステム全休についても経済

化を指向しテ噺 海底同軸ケーブルシステムの開発を

昭 和50年 度 か ら行 って い る。

51年 度 に お い て は,基 礎 的 技 術 の 開 発 を 完了 す る

と と もに,現 場 試 験 用 ケー ブ ル の 製 造 に 取 りか か る

こ と と して い る。(予 算 額213,290千 円。 次 年 度 以

降 支 出 予 定 国庫 債 務 負 担 行 為452,190T－ 円)

(3)生 活情報システムの開発

CATVの 多目的利用の可能性を現実に把握し,C

ATVに 関する施策の樹立に資するため,多 摩ニュー

タウンにおいて実験綴 織 置して罐 の生活情搬

提供し住民の意向等を調査してい る。

昭和48年 度以降,機 器の開発 ・製作,番 組の制作等

の華厳 勧,51年 ・月lc実 験を開始しナ・が・51報

も引き続 き実験を行う。(予 算額152,872千 円)

(4)行 政情報通信網関連技術の開発

各省庁が共同で利用する行政情報通信網設立に関す

る調査研究の一環 として,昭 和48年 度および49年度に

開発しテこ行政用標準ファクシ ミリ装置の導入を促進し

より一層の経済的 ・効率的な運用を図るナこめ,50年 度

に引 き続 き,行 政用標準ファクシミリと既に使用され

ている異種ファクシ ミリとの接続を目的 として異種端

末間通信システムの研究開発を行 うこととしている・

(予算額15,088千 円)

(5)総 合情報通信システムの開発

最近の農山漁村地域における地域社会の変ぼ うに対

処し,地 域開発の推進と住民の福祉水準の向上を確保

するtめ,昭 和48年 度以降引 き続 き同地域に見合った

総合情報通信システムの開発調査を行 ・てきた・

昭和51年 度疎 いては,こ のシステム開発の一環 と

して,既 存の有線放送電話回線を利用した画像系通信

の実用化を目的とする開発調査を行 う。テこだし,画 像

形通信のうちファクシ ミリ伝送 ・静止画伝送について

は,既 に技術的諸問題の解明と一部機器の試作を行っ

てきているので,51年 度は,こ れに加え動画伝送技術

の開発および機器の試作を行 うとともに・画像形通信

一12-・ ・
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シ ス テ ム全 体 の利 用面 の 開 発 も併 せ て 実 施 す る。(予

算 額10,834千 円)

3・ 基盤整備のための実態調査等 の実施

(1)デ ー タ通 信 の 実態 調査

デ ー タ通 信 に 関 す る諸 施策 を推 進 す る上 で の 資 料 を

得 るた め,デ ー タ通 信 お よび情 報 通信 業 に 関 す る利 用

状 況,サ ー ビス の提 供 状 況並 び に デ ー タ通 信 サ ー ビ ス

に 関 す る社 会 的 ニ ー ズ の 動 向 等 を,総 合 的 ・時 系 列 的

に毎 年 調i査して い る。

昭 和51年 度 に お い て は,従 来 の 調査 事項 を あ る程 度

特 化 し,付 加 価 値 網 サ ー ビス に つ い て,海 外 調 査 を 含

む 多面 的 な調 査 を行 う。(予 算 額6,370千 円)

な お,付 加 価 値 網(ValueAddedNetwork)サ ー

ビ ス とは,米 国 では パ ケ ッ ト通 信 会 社,グ ラフ ネ ッ ト

・シ ス テ ム社,テ レ ネ ッ ト通 信 会 社等 が連 邦 通 信 委 員

会 の認 可 を得 て,既 に営 業 を行 って い る一 種 の 通信 サ

ー ビス で あ る
。

(2)電 気通信応用システムの調査

最近におけるファクシ ミリの目覚ましい普及,諸 外

国における電子郵便の開発 ・実施等,電 気通信メディ

アはますます多様化す る傾向にある。 このような傾向

は,将 来における通信需要並びに通信の利用態様にも

種 々の影響を及ぼすものと考えられるので,こ れらの

点を調査して新しい電気通信の利用 システムについて

検討し,今 後の通信政策の策定に資することとしてい

る。(予 算額3,092千 円)

(3)情 報流通の実態調査(情 報流通セ ンサス)

情報化の進展に対応 して,郵 便,電 信,テ レビ,ラ

ジオ,デ ータ通信など情報流通 メディアに関する諸施

策を推進するための資料を得 るとともに,情 報流通統

計 として公表 し,広 く各搬の需要に応 じるため,各 種

情報流通 メディアについて,情報の流通量 ・流通距離,

流通に要した経費を毎年調査している。(予 算額4,117

千円)

`
◎

、
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昭和51年 度情報処理関係施策

皿 行政情報処理 の推進 について

行政管理庁行政管理局

大 橋 有 弘

1.行 政機関における

コンピュータ利用の現状

行政機関におけるコ ン ピ ュ ータを利用した情報処理

は,適 用分野の拡大および利用技術の進展に伴い,行 政

事務の迅速かつ合理的な運営に不可欠な ものとして定着

してきてお り,そ の規模は年々着実に拡大している。

これをコンピュータの設置台数,運 用経費および要員

各々の推移でみると図一1の とお りであり,昭 和50年 度

は設iA数246台,運 用経費400億 円,要 員5,109人 に達

台数 経 費

(ム11)(億円)

数

/

.・403億 円

/
〆

5,109人

246台

別
状

注)経 費はレンタル費,通 信回線費,消 耗品費,外 注費等
の電子計算機直接運用経費のみで人件費,設 備費,端

末機の運用費およびシステム開発経費は除くo

図一1電 子計算機利用指標の推移

し,特 に運用経費の伸びが顕著である。まナこ,最 近はシ

ステムの高度化および効果的 ・効率的利用が志向されて

お り,各 省庁の情報処理には次のような傾向,特 徴がみ

られる。

① 行政機関にお け る コ ンピュータ導入は一応一巡

し,現 段階で適用可能な業務は概ね利用しているとみる

ことができる。 この結果,在 来機種のレベルアップ,コ

ンピュータの増設によるシステムの拡充およびオンライ

ンの導入等による処理方式,処 理内容の高度化等が主要

課題 となっている。

② 機器の大型化,処 理方式の高度化が進んでいる。

たとえば各省庁に設置されているコンピュータ1台 当 り

の価格でみると,昭 和43年 度1.5億 円であったのが昭和

50年度には4.4億 円と約3倍 になっている。また,昭 和

50年度末現在で大型機が128台 で過半数を占めてお り,

オンライン処理を行っているものが全体の42.3%,マ ル

チジ ョブを行 っているものが30.7%に 達している。

これ らを全産業のコンピュータ利用 と比較 してみる

と,大 型機の構成比(全 産業は12%)お よびオンライン

採用率(全 産業は16%)い ずれ も行政機関が大幅に上回

っている。

③ 適用業務では統計業務および試験研究 が 相 対 的

にウェイ トを減じ,原 局業務の比率が増加している。各

業務の内容をみると,統 計業務では集計 ・製表が大半で

あるが,統 計データの加工 ・分析 ・検索への 拡 充 が 図

られている。試験研究では,研 究室間の構内オンライン

化,複 数機関での共同利用等が進められている。原局業

務では登録,裁 定,給 付,在 庫管理等 コンピュータ処理

に比較的訓 じむ業務が多いが,情 報検索,予 測,計 画へ

一14一
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の 利 用 等 新 しい 利 用 形 態 を 目指 す 傾 向 が み られ る。 また

登 録,照 会,在 庫 管 理,管 制,制 御 等 で は オ ン ライ ン処

理 が 多 くな って い る。

④ 要 員 で は,過 去5年 間 の 推 移 を み る とコ ン じ。ユー

タ尊 人 が一 巡 し た こ とに よ っ て新 規 コ ン ピ ュー タ部 門増

が 少 な くな った こ と もあ って 伸 び率 は 以 前 よ り鈍 化 して

きてお り,職 能 別 に み て もパ ンチ ャー が 若 干 減 少 傾 向 に

あ るが,全 体 として 大 きな 変 化 は な い 。

最 近,民 間 か らの 要 員派 遣(い わ ゆ る フ ァシ リテ ィマ

ネ ジ メ ン ト)の 尊 人 が 図 られ て お り,50年 度 は28部 門 合

表 一1

i'会 計 区 分 『i

内 容 別

コンピュー タ

運用等経 費

情 報 システム
開発関 係経 費

情 報処理 振興
等経 費

計111人 で,今 後 も増 加す る もの と考 え られ る。 職 能別

では 現 在の と ころ オ ペ レー タ,キ ー パ ンチ ャー 等 方 ペ レ

ー シ ョナル な 職 種 が 多 い が
,一 時 的 な シス テ ム開 発 ま た

は オ ン ライ ン等 高 度 技 術 的 な シス テ ム開 発 の た め に ,S

E,プ ログ ラマ の フ ァシ リテ ィマ ネ ジ メ ン ト要 員 を導 入

す る例 が で て きて い る。

⑤ 運 用 経 費 は シ ス テ ムの 大 型 化,高 度 化 に 伴 い 伸 び

率 が大 き く,昭 和50年 度 は43年 度 の5.4倍 とな って い る。

内訳 を み る と,機 器 の レ ン タル 経 費 が 大 半 を 占 めて い る

が,通 信 回 線 料 もオ ン ラ イ ンの 進 展 に 伴 い 増 加 し
,約34

昭和51年度情報処理関係予算案の状況

一 般 会 計 特 別 会 計

27,592,19234,079,660

7,398,581

「
36,246,667|

6,373,211

6,483,199

計
71,237,440 46,936,070

(単 位:千 円)

一合 言叶 搬 対鞠堅智 計
1%%%

61,671,852110.7124.3117.8`　
1<6il晋;;

1。7.、1322.8155.、{

1<184,800>「 …1
42,729,866117.093.3i112.7`

1

118,173,510
<6,235,369>

113.5 129.2119.2il

注③〈 〉内は国庫債務負担行為額で外数である。

②対前年度予算比は昭和50年度予算額に対する比率である。

表一2昭 和51年度 各省庁電子計算機導入更新状況

る:1三二 翼璽登園遷鶉纂委こ1=顯麟 二11[
[一 一 一一

総 理 府

警 察 庁

北海道開発庁

防 衛 庁

経 済 企 画 庁

科 学 技 術 庁

環

法

外

大

文

厚

農

境

務

務

蔵

部

生

林

庁

省

省

省

省

省

省

通 商 産 業 省

運

郵

労

建

自

輸

政

働

設

治

省

省

省

省

省

4

7

1

9

1

8

2

4

4

9

0

9

0

8

9

5

8

7

1

4

1

1

2

2

4

1

4

7

1

9

1

8

2

4

4

0

0

9

1

8

9

7

8

7

1

4

1

1

1

2

2

4

1

1

1

2

新規更新等
機種更新

3

1

1

1

1

1

十言
ロ 246 250 4 8
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億 円 とな って い る。 ま た,日

本 電 信 電 話 公 社 の 提 供 す る デ

ー タ通 信 サ ー ビ ス を導 入 して

い る もの が3シ ス テ ム あ り,

使 用 料 は22.5億 円 とな って い

る。 この方 式 は,今 後 と も全

国 規模 の オ ン ライ ンに よ る大

型 シス テ ムに お い て導 入 され

る もの と思 わ れ,す で に い く

つ か の プ ロジ エ ク トにお い て

検 討 され て い る。

2.昭 和51年 度情報

処理関係予算 の概要

昭 和51年 度 に お け る各 省 庁

の情 報処 理 関係 予算 原 案 の総

額 は約1,192億 円 とな っ て お

り,前 年 度 に 比 し19.2%の 増

とな って い る。 これ を 会 計 区

分 別,内 容 別 に み る と表 一1

の とお りで あ り,特 別 会 計 の

シ ス テ ム開 発 経 費 の 伸 びが 特

に 著 しい 。 ま た,コ ン ピ ュー

タの 導 入 ・切替 状 況 を み る と

表 一2の とお り,新 規 増4台,

切 替8台 で,51年 度 末 現 花 は

'250台 とな る見 込 み で あ る
。
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昭 和51年 度 の 予算 原 案 か ら各 省 庁 の 情 報 処 理 の 特 徴 を

み る と次 の よ うな点 が挙 げ られ る。

① 緊 綱 政 の 影 雛 あ 。て,情 報 処 理 関係]フ算 も対

前 轍 伸 び率 が この 数 年 と比 較 して 低 下 して お り・ 翻

経 費,情 報産 業振 興 等 経 費 は ほ ぼ 前年 度 並 み に とど ま っ

た もの が 多 い 。 特 別 会 計 の シ ス テ ム開 発経 費 の伸 び率 が

特 に高 い が,大 半 が簡 易保 険,為 替 貯 金 シス テ ムの 伸 び

で あ る。 ま に,全 体 的 に継 続 テ ー マが 多 く新 規 テ ー マ で

予算 が 認 め られ た もの は少 な い。 ナこと えぱ シ ス テ ム開 発

で み る と,予 算 が 認 め られ た98テ ー マ の うち51年 度 新 規

テ ー マ は12テ ー マ で,金 額 に して1.3億 円 に す ぎず,こ

れ は シ ス テ ム開 発 経 費 全 体 の0.9%で あ る。

② 簡 易 保 険,為 替 貯 金,社 会 保 険等 の 全 国 的 大 規 模

シ ス テ ムの オ ン ライ ン化 が 進 め られ て お り,購 化 に 向

って い る。 これ らは いず れ も国民 生活 に密 着 し た シ ス テ

ムで あ り,従 来 バ 、ソチ処 理 で あ った もの を オ ン ライ ンに

す る こ とに よ って サ ー ビ スの 向 上,事 務 処 理 の 迅 速 化,

簡 素 化,合 理 化 を 目指 す もの で あ る。

③ 交 通 ・都 市 計 画,国 土 開 発 ・建 設,環 境,公 害 対

策 等 に おい て,コ ン ピ ュー タを 使 っナこシ ミュレ ー シ ョン,

モデ ル の 開 発等 が 進 め られ て い る。 これ らの シ ミュレ ー

シ ョン等 に よ って 最適 解 を 求 め政 策 決 定 の た め の判 断基

礎 デー タ を作 成 す る とい うコ ン ピ ュー タの 利 用 方法 が,

実 際 の 行政 に お い て適 用 され つ つ あ る こ と を示 して い

る。

④ 各種 デ ー タ,情 報 の 効 果 的利 活 用 を図 るナこめの 情

報 シス テ ユ、の 開発 が 進 め られ て い る。 これ らは,ま ず 自

省 庁 内 各 部局 の統 計 ・各種 業 務 デー タ等 の 体 系 的 整 備 を

図 り,そ の 蓄 積 ・加 工 ・検 索 を行 お う と す る もの で あ

り,現 在 の と ころ,政 策 情 報 シ ス テ ム,情 報 管理 シ ス テ

。,資 料 検 索 シ ス テ ・,デ 一 夕バ ン ク シス テ ・等 が 挙 げ

られ る。

⑤ コ ン ピ ュー タの新 規王曽,切 替 は例 年 に比 し極 端 に

少 な く,新 規 増4台,切 替8台 に とど ま って い る。 新 規

増4台 の う ち,2台 は オ ン ラ4ン に よ る業 務 処 理 の 高 度

化 ・サ ー ビ ス向 上 を 図 るた め既 存 シス テ ムに増 設 す る も

の で あ り,残 り2台 は 衛 星 制 御 の ため に 新 ナこに 導 入 す る

もの で あ る。 緊 縮 財 政 も さ る こ とな が ら新 規 適 用 分 野 の

減 少 を示 して い る。

切 替8台 の うち,6台 は バ ッチ処 理 の オ ン ライ ン化 ま

た は オ ン ライ ン処 理 の機 能 拡 充 を 目指 し た もの で あ り,

残 り2台 は処 理 内容 の 充 実 を 図 ろ うとす る もの で あ る。

3.行 政情 報処理 の推進 施策

昭和51年度における行政管理庁の情報処理関係重点施

策は次の とお りである。

(1}情 報処理に関する見直しの推進

② データ保護に関する対策の推進

(3)行 政情報処理調査.研究の推進

(4)電 子計算機共同利用施設の開設準備

(1)情 報処理に関する見直 しの推進

コンピュータが行政の様々な分野に定着し,そ の重要

性を増すとともにその繊 も増大しているカま渤 果'効

率性の点で必ずしも十分とはいい難い面があり,各 方面

から指摘 されるに至っている。特に,47年 度決算に関す

る衆議院の議決(昭50.6.27)に おいて 「政府は,情 報

処理の総合調整体制を強化し,行 政機関における電子計

算機利用の効率化を推進すべきである」 とい う指摘がな

されている。

このような状況に鑑みて洛 省庁に制 ナるコンビ一

夕の効果的 ・効率的利用を図るために①各省庁の情報処

理に関する実態把握の拡充 ②各省庁 自体による情報処

理の見直しの推進 ③効果 ・効率性に関し各省庁に共通

する課題についての調査研究,具 体的方策の検討等を行

い,問 題の解決に努めることとしている。

(2)デ ータ保護に関する対策の推進

行政機関においてコンピーユタで処理 された各種重要

データの滅失,棄 損,漏 洩,盗 用等の危険に対処するた

めのデータ保護対策の確立が重要な課題 となっている。

昭和50年 度は管理運営上の措置 として,事 務次官等会議

申し合せ(昭51.1.29)を 行い,「 電子計算機処理デー

タ保護管理準則」を定めナこ。 この準則は次の7章 か ら成

一16一
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っている。倹総則 ②管理組織3＼ データ管理 ④ ドキ

ュメン ト管理 ⑤オペレーシ.ン の管理 ⑥電子計算機

室および磁気ファイル等の保管施設の管理および保安

⑦委託およびデータの提供

昭和51年 度は上記準則を基に管理運営面の保護対策の

徹底を促進するとともに,技 術的保護措置に関する調査

研究を推進する。

理庁),経 済情報データバンク(経 済企画庁),レ コー

ドマネジメントシステム(外 務省),東 京湾海上交通安

全システノ・(海 ヒ保安庁),気 象情報サービスシステム

(気象庁),労 働経済情報検索システム(労 働省)

百研究会議および海外調査

行政情報処理高度化のための研究会議,行 政情報シス

テム開発のための海外調査

|

●
ン

◎

(3)行 政情報処理調査研究の推進

各省庁に共通 ・関連 ・類似する情報システ2、について

政府 としての一体性 と各省庁間の有機性を考慮して,長

期的展望に立った総合的な見地か ら計画的に調査研究を

推進するために,昭 和45年度から行政管理庁に 「行政情

報処理調査研究費」が一括計上 されており,昭 和51年 度

予算案は9,350万 円となっている。

この調査研究費も6年 間を経過し,と りあげたテーマ

は延べ68に 達 しており,各 省庁の情報処理推進に寄与し

てきたが,昭 和51年 度は ¢電子計算機利用の効率化に

資し得るもの,② 各省庁情報処理システム開発の基盤 と

なる事項でかつ早期具体化の可能性があるもの,③ 従来

の調査研究成果の活用を図る事項等に重点を置き,現 在

各省庁か らのテーマの選定作業に入 ってい る。 ち な み

に,昭 和50年 度においてとりあげたテーマは次のとお り

である。

①情報処理の基盤となる事項の調査研究

コンピュータシステムズマネジメント,行政情報通信,

データ保全,漢 字情報処理システム,超 小型電算機の有

効利用(以 上行政管理庁),自 動インデックスシステム

(防衛庁),法 令検索技法の最適化(通 商産業省),

②具体的な情報システムの調査研究

マイクロフィルムシステムの各省庁共同利用(行 政管

なお,行 政管理庁では昭和51年 度においてコンピュー

タシステムの効率改善,漢 字情報処理システム,そ の他

電子計算機利用の現状からみてその必要性の高い研究項

目について重点的に調査研究を行 うとともに,す でに調

査研究の終rし たものはその成果の具体化に努めること

としている。

(4)電 子計算機共同利用施設の開設準備

各省庁の情報処理を側面か ら支援し,政 府全体 として

効果的かつ効率的な情報システムの開発を行 うため,昭

和48年 度か ら 「電子計算機共同利用施設」に関する調査

研究を推進してお り,50年 度までに需要性調査,主 要機

能の検討等基礎的調査研究が終了しているので,昭 和51

年度は具体的な業務開始のための諸準備を進めることと

している。

なお,現 在の ところ主要業務 として想定しているのは

次の とお りである。

①電子計算機の共同利用(未 設置省庁)

②各省庁に共通するシステムの開発,・提供

(法令検索システム,国 会会議録システム,人 事情報

検索システム,'資料検索システム等)

③ 情報処理要員の統一研修
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ソ フ ト ウ ェア の 特 許 問 題

一 「ソフ トウ ェア特 許 審査 基 準」を め ぐ って

特許庁審査第五部審査官 清 水 守

コンピュー タ ・システt、とアプ リケー シ ョンの拡大につれて,ソ フ トウェアない しはプ ログ

ラムを無体財産権の一つ として法的に保護 しようとす る動 きが高ま ってい る。その具体的な方

法 としては特許,著 作権,登 録制度,あ るい は,こ れ らの もの とは別個 に新規立法に よる保 護

な ど種 々の方法 が考 え られ てい る。 しか し,こ れ までの ところ従来の法体系のなかで,ソ フ ト

ウェアない しはプ ログ ラムを包括 的に保護す る決 め手 はな い。

一方
,特 許庁は さる3月,ソ フ トウェアを特許 として認 める場合の審査基準 をまとめた。

この よ うに部分的にせ よソフ トウェアを特許の対象 として とりあげたの は先進諸国の うちで

もわが国が初 めてで ある。

そ こで,こ の審査基準 を中心 として特許庁審査官の清水 氏に この問題 を解説 していただいた。

⑩

1.は じ め に

現代は情報化社会への転換の時代 とよばれる。物質 と

エネルギー中心の社会から知識 と情報がより重要視 され

る社会へ と,移 行の時代である。そして,近 年,特 に無

体財産の保護への関心が高まって きている(1)が,こ のこ

とは情報化社会への過渡期であることを如実に物語 って

い るといえよう。

このような過渡期にあっては,従 来の社会 ・経済体制

や法体系では律 しされない問題 も生 じてくる。ソフ トウ

ェアの法的保護 もその一つとしてあげられ よう。

本稿では,ソ フ トウェアの法的保護をはかろうとする

場合に,既 存の制度の うち,著 作権制度 と共に無体財産

権保護のための代表的制度としてまず念頭に浮かぶ特許

制度を視座 としてソフ トウェアの問題を論ずることとす

る。特に 「コンピュータ・プログラムに関する発明につ

いての審査基準②」を中心に論ずることにしたい。

なお,本 稿に述べた見解は,筆 者の個人的見解にすぎ

ないことをあらか じめお ことわ りしておく。

2.ソ フ トウェアの法的保護の動向

(1)わ が国における動向

① 昭和40年 の春に数回,情 報処理学会の月例会にお

いて,プ ログラムの地位の確立 とい う問題の 一 環 と し

て,プ ログラムの法的保護の問題が討議された。とくに

統一見解を出すとい う性質のものではなかったが,こ れ

がこの問題がとり上げ られた最初であると思われる。

② 昭和41年 の春か ら秋にかけて日本電子工業振興協

会に 「プログラム著作権,特 許権専門委員会」が臨時に

設 けられ主 としてコンピュータ ・メーカの立場からプロ

グラムの法的保護をどうすべ きかが論 じられた。大勢 と

して法律による保護については反対ないしは時期尚早と

いうことであった。

③ 昭和46年6月 に通産省重工業局を 事務局 とす る

「ソフ トウェア法的保護調査委員会」が設置 され,同 委

員会は翌昭和47年5月 には 「ソフトウェアの法的保護に

ついて」 と題する中間報告書を発表した。

それは,ソ フ トウェアの法的保護の意義 と必要性,保

護すべ きソフトウェアとその保護の態様,法 的保護の現

状,新 規立法の検討 と当面実施すべ き具体的措置等に関

しての調査審議結果を内容とするものである。そして,

わが国における法的保護の手段 として特許法,著 作権法,

民法,刑 法等が考えられるが,い ずれに も難点があ りソ

フ トウェアの保護のためには不十分であるので,将 来は

新規立法の必要があるとしてその試案を示している。し

かし,国 際的に流動的である現時点においては,直 ちに
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そ の 立 法 化 を は か る こ とは得 策 で は な い と して い る。

④ 昭和48年6月,著 作 権 審 議 会 第2小 委 員会(コ ン

ピ ュー タ関 係)か ら報 告 書 が 出 され た。

これ に よれ ば,「 著 作 権 法 で は ,プ ロ グ ラ ムに つ い て

の 実 施 権 は 認 め られ な い が,複 製 物 の 頒 布 権 を 認 め れ

ば,プ ロ グ ラ ムの保 護 と して は 十分 で あ る と考 え るの で

実 務 家 に お け る契 約,慣 行等 を勘 案 しつ つ頒 布権 の及 ぶ

範 囲等 に つ い て検 討 を進 め て行 くべ きで あ る」 と して い

るが,こ の 点 が 注 目 され る。

⑤ 昭 和50年5月,特 許 法 等 の 一 部 を改 正 す る法 律 等

の 審 議 に 際 し行 わ れ た 衆 議 院 商 工 委 員 会 に お い て ,「 ソ

フ トウ ェ アの 法 的保 護 に 対 す る検討 を速 や か に 行 う こ

と」 との 付帯 決 議(参 議 院商 工 委 員 会 に お い て も同年3

月 に 同趣 旨 の付 帯 決 議 を行 って い る)が な され た(3)。

(2)国 際的 動 向

WIPO(世 界 知 的 所 有 権 機 関)に お いて

①1971年3月8日 ～12日(4)

②1974年6月17日 ～20日(5)

③1975年6月23日 ～27日(6)

に そ れ ぞ れ コ ン ピ ュー タ ・プ ログ ラ ム の保 護 に関 す る諮

問委 員会 が 開催 され 上 記 ② お よ び③ に は特 許 庁 か ら も1

名 参 加 し た。

こ こに上 記 ③ に お け る結 論 の 骨 子 を 紹 介 す る。

〔A〕 コ ン ピュー タ ・プ ログ ラ ムの法 的保 護 に 関 して既

存 の 保 護形 態,特 に著 作 権 法,特 許 法 あ る い は不 正 競 争

防 止法 の存 続 を 阻害 す る こ とな く,こ れ らの既 存 の 保 護

形 態 を補 充 す る次 の原 則 に沿 った 特別 の保 護形 態 が 創 設

され るべ きで あ る。

① 保 護 は,プ ロ グ ラ ム(コ ー ド)自 体 お よ び その 部

分 もし くは モジ ュー ル に 対 して ば か りでな く,関 連 した

資 料 〔仕様 書(Description),説 明 書(Explanationfor

Application),フ ロー チ ャー トな ど〕 に対 して も適 用 さ

れ る。

② 新 規 性 は 要 求 され な い。

③ 保 護 は厳 格 な 同 一 性 に 限 定 され るべ きで はな く
,

保 護 され る ソフ トウ ェア の 創造 性(Creativity)の 程 度

を で き るだ け考 慮 し て類 似 性(Similarity)の もの に も

及 ぶ べ きで あ る。

④ 保 護 は ソ フ トウ ェ アの ア クセ ス か ら生 ず る違 法 な

行為 に 対 して の み認 め られ るべ きで あ る。

⑤ 保 護 の期 間 は比 較 的 に短 くすべ きで あ る。 す な わ

ち5年 な い し20年 で十 分 で あ る。

〔B〕 コ ン ピュー タ ・ソ フ トウ ェ アの 登 録 制 度 に 関 し

て,

① 法 的 効 力 を 有 しな い情 報 の単 な る頒 布を 日 的 とす

る国際 登 録 制度 の可 能 性 は,コ ン ピ ュー タ ・ソ フ トウ
ェ

ア に つ い て の情 報 に ア クセ ス す る の に特 に関 心 の あ る者

が そ の種 の ソ フ トウ ェア を取 得 す るの に有 益 で あ る
。

② 各 国の 既 存 の 保 護 を強 化 し,法 的 保 護 を 目的 とす

るた めの ソ フ トウ ェ アの 選 択 的 寄 託(OptionalDeposit)

を規 定 す る制 度 を 創 設 すべ きで あ る。 寄 託 は 内容 に つ い

て審 査 を必 要 とせ ず,原 則 的 に は寄 託 され る資 料 は公 開

され るべ きで あ る。

〔C〕 今 後 の 予 定 に関 し て は

① 国際 事 務 局 は,前 記 した 特別 の保 護形 態 に つ い て

の 国 内 法 の た め の模 範 規定(modelProvision)を 用 意 す

る。 そ して,こ の規 定 は,公 開 お よ び秘 密 寄 託 に つ い て

の択 一 的 条 項 を含 むべ きで あ る。

② 国 際 事 務 局 は,国 際 レベ ル に お い て,同 じ原 則 に

沿 った 最 少 限 の 保 護 を 規 定 す る条 約(Treaty)案 を 用意

す べ きで あ る。 そ して,条 約 に お い て,国 際 登 録 制 度 お

よ び国 際 事 務局 に よ って組 織 され る寄 託 制 度 の創 設 を規

定 すべ きで あ る。

ま た,こ の条 約 に は ソ フ トウ ェアの 存 在 の 宣 伝 お よ び

実 施 契 約 に お け る ソ フ トウ ェ アの 特 定 に 役立 つ と ころ の

寄 託 者 に よ って 作成 され るア ブ ス トラ ク ト(ソ フ トウ ェ

ア の本 質 の簡 単 な説 明)の 公 開(Publication)を 規 定 す

べ きで あ る。

な お,上 記 ∪ の 付 属 資 料 か ら,法 的 保 護 の 可 能 性 とし

て の 特 許保 護 の －pm(7)を 紹 介 す る と,

「既 存 の特 許 法 に 関 す る問 題 の 本質 は ,計 算 方 法 の達

成 の よ うな抽 象 的性 質(Abstractnature)の 創 作 は ど こ

の 国 に お い て も特 許 され な い とい うこ とで あ る
。

従 来 の伝 統 的 特 許 法 の 目的 に対 し て は コ ン ピ ュー タ ・
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プ ロ グ ラ ムは,そ れ 自体 で は有 形 の生 産 物 で はな く,ま

た磁 気 テー プ お よ びプ ログ ラ ムの他 の キ ャ リア は,磁 気

パ ル ス あ る いは パ ンチ 孔 に お け る新 規性 が抽 象 的,知 的

な もの で あ る た め に,新 規 な 生 産 物 とは な らな い。

これ らの理 由 と,新 規 性 調 査 の た めの ドキ ュ メ ン テー

シ ョンの 確立 に関 して存 在 す る 困難 性 とを考 慮 して,コ

ン ピュー タ ・プ ログ ラ ムそ れ 自体 を特 許 要件 か ら除 外 す

る明 白 な 条 項 を 規 定 して い る と ころ が あ る。 〔フ ラン ス

特 許 法(1968年)の 第7条,ヨ ー ロ ッパ特 許 条 約 の第52

条 ② 〕

ま ナこ,国 に よ って 相異 す るが,コ ン ピ ュー タ ・プ ログ

ラ ムが どの 程 度,ど の よ うな 形態 に お い て,裁 判 に よ っ

て 保 護 され るか に つ い て,不 確 定 な状 態 に あ る。

しか し,多 くの 国 に お い て,新 規 な方 法 で プ ログ ラ ム

され た コ ン ピュー タは,特 許性 をイ∫す る生 産 物 で あ る と

考 え られ て お り,さ らに,新 規 な態 度 で コ ン ピ ュー タ を

操 作 す る手 段 として,プ ログ ラ ムを 使 用 す る こ とお よび

実際の生産における制御手段 としてプログラムを使用す

ることは,特 許性のある方法であると考えられているこ

とは,明 白 で あ る。 」 と して い る。

この た び の 「コ ン ピ ュー タ ・プ ログ ラ ムに 関 す る発 明

に つ い て の審 査 基 準 」 の 趣 旨 も,要 は,上 記 の 下線 を付

し た と ころ の 考 え方 と軌 を 一 に す る もの とい え よ う。

3.ソ フ トウェアと特許についての従来の

見解

(1)特 許審査の要件

一般に発明がなされると特許を取得するには,特 許法

に示 された手続 きにしたがって特許庁に出願され,審 査

が請求されるとその出願の技術分野の審査官によって特

許法に則っナこ審査が行われることになる。

そこで,そ の実体審査の主な手順を示すと,

① 第1に,発 明者が認識した発明すなわち主観的な

発明(以 下 「出願の発明」 とい う)が 特許法第29条 第1

項柱書にい う発明すなわち客観的な発明 といえるか否か

(以下 「発明の成立性」 という),

② 第1の 要件を満足すると,そ の発明は新規性があ

るか,す な わ ち,そ の 発 明 が先 行 技 術 と同一 の もの で あ

るか 否 か,

'3
y第2の 要件 を満 足 す る と,そ の 発 明 は 進 歩 性 を 備

え て い るか,す な わ ち,そ の 発 明 は,先 行 技 術 か ら当 業

者 が容 易 に発 明 で きた とい え るか 否 か,

が 審 査 され る こ とに な る。

そ こで,ソ フ トウ ェア の 場 合,特 に第1の 要件 を満 足

す るか 否 か(発 明 の成 立性)が ま ず大 きな 問 題 で あ る。

(2)従 来の見解

ソフ トウェアが,特 許法にい う発明に該当するか,ま

たはソフ トウェアの うちどの範囲の ものが これに該当す

るのかという問題について,ソ フ トウェア法的保護調査

委員会の中間報告書(8)では,次 のように述べている。

「生産上利用できる自然法則を利用 した技術的思想の

発現形態は多種多様であり,し か も,そ の予想が困難な

面 も多いので,コ ンピュータ ・プログラムについて も,

現段階で一義的にその範囲を定めることは難しいが,今

のところハー ドウェアと一体化した形でハー ドウェアの

性能その ものを向上させるようなプログラムは,ハ ー ド

ウェアの制御方法 として,ま た,コ ンピュータが他の装

置を制御する,あ るいは物を生産または加工する工程を

制御する装置の一部を形成する場合のプログラムは,そ

れを構成要素 とする自動制御,生 産 もしくは加工のため

の方法まナこは装置として,新 規性,進 歩性等の特許の要

件 さえ満たせば,そ れぞれ特許の対象となるものと考え

られる。」

また,こ の中間報告に示された見解を解説 さ れ て い

る(9)ので紹介すると,

「まず,す べてのソフ トェウアが特許の対象 となるも

のではないことは明 らかであり,た とえば,計 算方法,

統計法 もしくは情報検索法などの論理法則のみを利用す

るもの,ま たは在庫管理 もしくは経済予測などの自然法

則以外の法則を利用するものは もとより,自 然法則に関

するもので も,科 学上の法則 自体は特許の対象 とはな ら

ない。しかしながら,自 然法則を利用する技術的手段に

より,特 定の具体的な課題を解決する場合は,特 許の対

一20一

⑳

■

、



'

,

鶏
ヤ

◎

ノ1PI)ECジ ャーナ ル

■ 寄 稿 ■

象 とな りう るわ け で あ り,そ し て,ソ フ トウ ェアの 有 体

物 でな い こ とを考 慮 す れ ば,特 許 の 対 象 とな り うる ソ フ

トウ ェア ま たは その 関 連 技 術 の第1形 態 は,ハ ー ドウ ェ

ア(コ ン ピ ュー タ)と 一体 化 し,そ の 技 術 的性 能 を 向 上

させ る場 合 で あ る。 この場 合 は,内 燃 機 関 の運 転 方 法 と

か 発 電機 の 始 動方 法 な ど,ハ ー ドウ ェア に はな ん ら改 変

を加 えず,そ の制 御 方 法 に よ り,そ の 物 理 的 ま た は電 気

的 性 能 を 向上 させ る発 明 が,従 来 も特 許 可 能 と され て い

たの と同 じ考 えに よ る もの で あ り,コ ン トロー ル ・プ ロ

グ ラ ムの 一 部 が これ に 該 当 す る もの と考 え られ る。 この

場 合 コ ン ピュー タで処 理 され る情 報 の み に特 徴 が あ る も

の ま で も含 む もの で は な い こ とは もちろ ん で あ る。

第2の 形 態 は,た とえ ば圧 延 機,蒸 気 ター ビン ま た は

化 学 装 置 な どを コ ン ピ ュー タ制 御 す る場 合 に,被 制 御 装

置 よ り特 定 の 変 量 を表 わ す信 号 を検 出 し,こ れ を コ ン ピ

ュー タに よ り特 定 の プ ログ ラム で処 理 し て制 御 量 を 表 わ

す信 号 を得,こ れ で被 制 御 装 置 を制 御 す る場 合 で あ る。

この 場 合,被 制 御 装 置 と コ ン ピ ュー タが 特 定 の 態様 で 接

続 され,コ ン ピ ュー タ もま ナこ特 定 の プ ログ ラ ムに よ り処

理 され る こ とに な る。

第2の 形 態 に 属 す る もの は,コ ン ピ ュー タ とプ ログ ラ

ムの み で な く,必 ず 被制 御 装 置 が 存 在 し,発 明 の範 疇 と

して も,全 体 と して の制 御 系 ま たは 系 の 制 御 方 法 の 発 明

とな る。 これ ら2つ の形 態 の もの は,特 許 法 に い う発 明

に該 当 す る と考 え られ,ま ナここれ らの 発 明 は特 許 制 度 に

よ っ て妥 当な 保 護 が 受 け られ る と考 え られ る。 」

次 に,WIPOの コ ン ビ=一 タ ・プ ログ ラムの 保 護 に

関 す る諮 問 委 員 会(1974年6月17日 一20日)に お い て,

日本 に お け る コ ン ピ ュー タ ・プ ログ ラムの 法 的保 護 に つ

い ての 現 状 が報 告 され て い る が,特 許 に関 して は 上記 の

見 解 と同趣 旨な の で省 略 す る。

4.「 コ ン ピュー タ ・プ ログ ラム に関す る発

明 につ い ての審査 基準 」(以 下 「審査 基準」

とい う。)に つ い て

(1)審 査基準作成の経緯

① コンピュータの利用技術の高度化,多 様化に相応

してコンヒ。ユ一夕・プログラムに関する発明が多 くの技

術分野において出願 されるようにな り,そ れ らは各技術

分野ごとに特許性の判断がな されてきた。また,た とえ

ば関係業界か らはコンピュータ・プログラムの特許性に

ついての判断基準を示してほしいとの要望が日増しに強

くなってきている。そのような状況にあって庁内では数

年前か ら審査基準の作成に着手し,検 討を重ね、 さらに

学識経験者の意見をも考慮して昨年の末に審査基準 とし

て作成 された。

② この審査基準には,発 明の成立性に関 す る事 項

と,特 許請求の範囲の表現形式に関する事項が取 り扱わ

れてお り,明 細書の書 き方,新 規性,進 歩性などそのほ

かの事項は,今 後作成する予定である。

③ 特許法第2条 第1項 によれば,「 発明とは,自 然

法則 を利用した技術的思想の創作のうち高度のものをい

う」 と定義されている。ここで 「高度のもの」 という点

は,単 に実用新案の 「考案」と「発明」との異同を形式的

に区別するために用いられたものであるか ら,こ こでは

議論の対象からはずされる。したが って,発 明とは 「自

然法則を利用した技術的思想の創作」であり,物 理的,

化学的法則に従って作用するものでなければならず,単

に人間の精神活動のみが必要な暗号,計 算方法などは発

明 とはな らないとされている(10)。

次に,技 術的思想を保護するためには,思 想その もの

を何 らかの形で具体化 しないと保護の対象に な り得 な

い。そこで特許法第2条 第2項 からも明 らかなように一

般的には 「物」か 「方法」 とい う形で技術的思想を周定

して,保 護することになる。ところが,コ ンピュータ・

プログラムの場合,「 物」の発明なのか,「 方法」の発

明なのかが,ま た問題になるところである。 この審査基

準は,こ れ らの問題に対する判断基準を示したものであ

る。

(2)「 審査基準」の内容

本稿では,「 審査基準」の うちで実務一ヒ重要と思われ

る点について重点的に説明する。 したがって,で きれば

実際の 「審査基準」 と対照じながらみていただきたい。
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また,こ の項では,「 コンピュータ ・プログラムに関

する発明についての審査基準 とその周辺(1り」 と 内容が

重複するところ もあるのであらかじめおことわ りしてお

きたい。

① この審査基準を適用する範囲

(i)こ の審査基準は,デ ジタル計算機に対するプログ

ラノ、(以 下,プ ログラムという)に 関する特許出願に係

る発明に対して適用される。ただし,ア ナログ計算機に

対して も類推適用することができる。

(ii)一 般に特許出願 されてくる審査の対象 となる発明

の類型を示すと,

●プログラムのみ,

●プログラムの装置以外のシステム(例:事 務処理シス

テム)と の組み合せ,

●プログラノ・と装置または装置系(例:工 作機械用数値

制御装置,計 算機,プ ラン ト)と の組み合せ,

の場合があるが,こ の審査基準はそれ らのいずれに対し

て も適用する。 ここで 「適用する」 とは上記3つ の類型

に発明の成立性が認められるというのではなく,い ずれ

の類型であって も下記の実体的判断基準に従って,発 明

の成立性の有無を判断するとい う意味である。誤解を避

けるため付言する。また,こ の審査基準は実用新案にお

ける考案の判断に準用する。

(iii)こ の審査基準では,プ ログラムとは,「 計算機に

所望の作業を指令するための手順を,精 密に記述した も

の」 と定義している。 ここで 「もの」 とは有形無形の存

在物(thing)を さしている。

② プログラムに関する発明の成立性についての一般的

問題点

ここでは,特 許法により保護 されるものは,少 な くと

も,

(i)技 術的思想の創作でなければな らず,か つ,

(ii)そ の技術的思想の創作は 自然法則を利用するもの

でなければならない(特 許法第2条 第1項,第29条 第1

項控書)

ことを明確にし,こ の自然法則の利用性に関しては,

物理的,化 学的法則に従って作用するものでなければな

らず,単 に人間の精神活動のみが必要な暗号,計 算方法

などは発明 とな らない ことを明示している。

③ プログラムにおける技術的思想の創作

プログラムは,一 つの技術的思想の創作である。

「技術的思想」の中に 「自然法則の利用」が内在する

とする説 もあるが,こ こでは 「技術的思想」を広義に解

し,自 然法則を利用するもの としない ものがあるとい う

考え方に立 っている。 ここでは,手 順が,特 定の因果関

係を利用して必然的に所期の目的を達成するように創作

される点は肝心である。

④ 「プログラムにおける技術的思想で利用 され る法

則」 と 「発明の成立性」

ここでは,前 項③をうけて,目 的達成 とその原因を分

析しなが ら,自 然法則 といえるか否かの判断がなされる

対象としての"手 法の因果関係"な る概念を抽出して,

さらに,そ れの自然法則の利用性を論 じて い る。 そ こ

で,そ の点、を考察すると,

プログラムは一般に,

(i)プ ログラムが計算機による実行が可能なように組

まれてい ること一 換言すれば計算機の操作方法として

誤 りのないこと

(ii)与 えられナこ問題が解 けるように組まれていること

一 換言すれば問題の解 き方として誤 りのないこと。

の両要件を満たすことが不可欠であり,そ して,(i)と

(ii)は本来別のことである。

ところで,上 記(i)は,す べてのプログラムに共通の

前提ないし制約で,個 々のプログラムの特質はむしろ上

記(ii)に あるといえる。

このように見てくると,上 記(i)は 装置の使用 ととし

ての性格を有している。すなわち,装 置の使用方法 とみ

ることができるか ら,こ の点は自然法則を 利用 し て い

る。

しかし,プ ログラムの場合は,前 述しtよ うに(ii)に

特質があることは明 らかであるか ら,要 は,こ の(ii)が

自然法則を利用しているか否かが問題になる。そこで,

このプログラムにおける技術的思想で利用される法則の

抽出と発明の成立性の判断のや り方を示せば,
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●まず,プ ログ ラムに つい て の 技 術 的 思 想 の 創 作1ポ ∫三順

に あ るか ら,∫ 三順 を み る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

●そ の 手順 を 律 して い る もの一 一換 言 す れ ば ∫～順 の構 成

要 素 で あ るス テ 、ソプ 課題(問 題)と の関 係 で一 連 に結

び つ け る技法(や り方)が どの よ うな もの か を み て,

● この 手順 を律 し て い る もの(以 下 ,手 法 とい う)が 利

用 し てい る因 果 関 係,す な わ ち,特 定 の 結 果 を 得 る

(目 的 達 成)た め に利 用 され て い る法 則 性 を 有 す る も

の(以 下``手 法 の 因果 関 係"と い う)を 抽 出 す る。

● この"手 法 の 因果 関 係"が 自然 法 則 に基 づ い て い る と

い え るか 否 か を み る。

●その 結 果,自 然 法 則 に 基 づ か な い と きは ,発 明 の 成 立

性 が な い もの とし,自 然法 則 に 基 づ くと きは,発 明 の

成 立 性 が あ る ことに な る。

こ こでは,モ ン テ カル ロ法 を用 い て 円周 率 を求 め る プ

ログ ラ ム を実 例 として挙 げ て い る
。 この実 例 で は,結 論

とし て は,円 周 率 を 求 め るた め の 手順 に お け る"手 法 の

因果 関 係"の 利 用 は,数 学 上 の原 理 の 利 用 に す ぎず,発

明 の 成 立 性 は な し とな る。

ま た,詰 将棋 を解 くプ ログ ラ ムで あ れ ば,そ こに 見 出

され る``手 法 の 因 果 関係"は,将 棋 の ル ー ル に基 づ くも

の で,発 明 の成 立性 は な し とな る。

しか し,圧 延 機 の特 性 と被 圧 延 材 料 の 性 質 と に 着 目

し,そ れ らを利 用 し て所 定 の 形 状 に 圧延 す る よ うに 圧 延

機 を計 算 制 御 す る プ ログ ラ ムで あ れ ば,そ の"手 法 の 因

果 関 係"の うち には,自 然 法則 に基 づ く もの もあ るで あ

ろ うし,そ の よ うな 場 合 は,発 明 の成 立 性 は あ る とい え

る で あろ う。 こ こで,下 線 部 の よ うに断 定 で き な い の

は,「 出願 の発 明」 の発 現 形 態 次 第 で は,「 出 願 の 発 明 」

の特 徴 部分 が単 な る数 学 的操 作 で あ る場 合 が あ る こ とを

考 慮 し た か らで あ る。

⑤ プ ログ ラム に 関 す る2,3の 事物 の 発 明 の成 立 性

(i)プ ログ ラム言 語,計 算 機 で処 理 され る デー タお よ

び ドキ ュ メ ン ト

これ らは す べ て発 明 の 成 立 性 な し で あ る。

この領 域 で は,ソ フ トウ ェアの 著 作 物 性(12)と 関係 を持

って く る。 ま た,著 作 権 と特 許権 とが どの よ うに違 うの

●

かを説明した ものとしてよく引用 される判例に1879年 に

米国最高裁判所が下したBakeV.Seldel1事 件判決(13)

が興味深い。

⑥ プログラムに関する発明の成立性の判断

(i)発 明の成立性の対象

この審査基準による発明の成立性の判断の対象は,従

来のように,願 書に添付された明細 書の 「発明の詳細な

説明」および図面を参酌し,「 特許請求の範囲」の記載

に基づいて把握 された技術思想 とする。

(ii)発 明の成立性判断の原則

特許請求の範囲に記載 された手順によって,所 期の日

的が達成 される根拠の うち``手法の因果関係"が 自然法

則に基づかない とき(た とえば,自 然法則以外の法則,

取 り決め,人 間の精神活動に基づ くとき)は,発 明の成

立性はない ものとする。

前述 したようにプログラムに関する発明の成立性を判

断する場合プログラムが計算機による実行が可能なよう

に組まれるという点は,す べてのプログラムに共通の前

提ないしは制約で,こ の点は自然法則を利用しているこ

とは明 らかな もので,要 は,個 々のプログラムを特質あ

らしめている"手 法の因果関係"が 自然法則に基づいて

いるか否かの判断をすることによって,プ ログラムに関

する発明の成立性の判断を行 うことがで きる こ とに な

る。したがって,"手 法の因果関係"が 自然法則に基づ

かないときは,発 明の成立性はないというこ とに な る

し,反 面,"手 法の因果関係"が 自然法則に基づいてい

ると認め得る場合には発明の成立性はありといえる。ひ

らたくいえぱ,プ ログラムに関する発明の場合,発 明の

成立性があ りといえるためには,計 算機 という装置を使

っているというだけでは不十分であり,プ ログラムの特

質 として抽出される"手 法の因果関係"が 自然法則に基

づいているといえなければな らない。

⑦ 実 例

この審査基準では,発 明の成立性が認め られない実例

として,

〔1〕除算方法,

〔2〕 分類方法,
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〔3〕 自動動摩擦係数測定方法,

〔4〕 プロセスの利潤を最大にするための最適化制御方

法が,発 明の成立性が認められる実例 として,

〔1〕 プロセスの計算機による制御方法,

〔2〕 ホ。 トス トリ。プ ミルの計算機によ舶 動脚 醐

御方法が挙げられている。

本稿では,こ れらの実例の中か ら発明の成立性が認め

られない例と認められる例を各1例 を選んで説明する。

発明が認められない例

(発明の名称)

自動動摩擦係数測定方法

(特許請求の範囲)

固定滑車 と,こ れをはさむ一対の固定滑車 とを設け,

これ ら3個 の固定滑車で形成 された2個 の空間部に対1句

させ,か つ弾性体を介して一対の摩擦片を設け,こ れ ら

の滑車 と摩擦片の間に被測定系状体を交互に波状にかけ

わたし,該 被測定系状体を定速度でけん引したときの該

一対の摩擦片の各々の変位量S1,S2を 測定して動摩擦係

数を求めるものにおいて,該 変位量S・,S2に

(イ)SlとS2の 比を求めるステップ,

(ロ)ス テップ(イ)で求め られナこ此の対数を求めるステッ

プ,

内 ステ・.プ(m)で求められた対数 と自然対数の底eと

の比を求めるステップ,

なるデータ処理を行な うことを特徴 とする自動動摩擦

係数測定方法。

この 「出願の発明」の要点は,デ ータ処理の対象とな

るデータを得るための装置 〔特許請求の範囲の 「固定滑

s1↓/酬 三体

固定滑 車

図一1発 明が認められない例

車 と,… … 動 摩 擦 係 数 を 求 め る もの に お い て,〕 を用 い

て 変 位 量Si,S2を 得 た後 に,こ の デ ー タ として の,Sl,

S,を ス テ ・.プ(イ)～(A)に よ って処 理 す る こ とに よ り,自

動 動摩 擦 係 数 を求 め る点 に あ り,こ れ に よ って オ ン ライ

ン的 に 被測 定 糸 状 体 の 動 摩 擦 係 数 が 測 定 で きる よ うに し

た もの で あ る。 し たが って,ス テ ップ(イ),回 お よ び内 か

らな る手 順 は,pt==(logS2-!ogS1)/eの 式 にお け るlogS2

-1・gS・ ・1・9§i・・な る と・・う数 学 的操 作 にね らい が あ

る とい え るの で,こ の ス テ 、.プ(イ),(司お よ び◎ か らな る

手 順 醐 定 して い る"手 法 の 因 果 関係"は,μ=(1・gS・

-logSi)/eの 解 を得 るに必 要 な数 学 上 の操 作 もし くは数

学 上 の 法 則 の み で あ って,上 記 記 号,S1,S2に 対 す る数

学 的 操 作 は動 摩 擦 係 数 の 測 定 に お け る物 理 的,化 学 的 作

用 を 規 定 し て い な い。 し ナこが って,こ の 「出願 の 発 明 」

の"手 法 の 因 果 関係"は 自然 法 則 に 基 づ く もの で な い か

ら,発 明 の 成 立 性 はな い 。

発 明の 成立 性 が 認 め ら れ る例

(発 明 の 名 称)

ホ ッ トス トリ ップ ミルの 計 算 機 に よ る 自動 板 厚 制御 方

法

(特 許 請 求 の 範 囲)

ゲ ー ジ メ ー タ板 厚 に よ って,圧 下 ス ク リュー を昇 降 さ

せ て板 厚 を 一 定 に制 御 す る,下 記 の ス テ ップ よ りな る こ

とを特 徴 とす る ホ 、ソトス ト リップ ミル の計 算 機 に よ る 自

動 板 厚 制 御 方 法 。

(イ)ロ ック オ ンす る。

(ロ)そ の 時 の 圧 下 ス ク リュー位 置 と圧延 力 とか ら基準

板 厚 を求 め る。

SR

=計 算 機
●

/圧

/バ

/ワ
ス

妥/

FR

→

1
] `A

S3昼
二=圧

S2

S馬=延S飽

ス.

タ

S烏

'

人 側 ン
X線 厚 さi{ド

ロ一一ド

・・㍗ 唖 勿 ・蜜殊
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内X線 モニ タに よ って 上記 基 準 板 厚 を修 正 す る。

⇔ 修 正 され ナこ基 準板 厚 と現 在 の ゲ ー ジ メー タ板 厚 と

か ら板 厚偏 差 を求 め る。

㈱ この 板 厚偏 差 と現 礼 の 圧 下 ス ク リ コー位 置 とか ら

圧 下 ス ク リュー設 定 位 置 を求 め る。

←)圧 下 ス ク リュー を上 記 設 定 位 置 に設 定 す る。

(D圧 延 ス タ ン ド内 に お け る ス トリ ップの 」(I」(1の有 無

を検 出 す る。

椀 有 の と きは ス テ ップを寸に 戻 す 。

この 「出願 の 発明 」 の 要 点 は,圧 延 ス タ ン ドに ス トリ

ップの 先 端 が噛 み込 ん だ 時(ロ ッ クオ ン時)の 圧延 力Fo

と床 下 ス ク リ ュー位 置Soと を ロ ック オ ン値 と して 計 算

機 に記 憶 し,Fo,Soか ら圧 延 ス タ ン ドの 川 側 板 厚H。(こ

れ を ゲ ー ジ メー タ板 厚 とい う)を,

Ho=So+Fo/M(M:ミ ル ス プ リング 定数)

とい う関 係 式 を用 い て 算 出 し,こ れ を以 降 の板 厚制 御 の

基 準 板 厚 として 記 憶 させ る。

ロ ッ クオ ン操 作 以 後 は,連 続 的 に変 化 す る圧 延 力FR,

座 下 ス ク リュー 位 置SRを 計算 機 に入 力 して ゲ ー ジ メー

タ板 厚HRを リアル タ イ ムで 算 出 し,基 準板 厚Hoと の

偏 差AHがAH-・Ol(な る よ う圧 下 ス ク リ ュー 位 置Sを

設 定 す る よ うに した点 に あ る。

そ して,板 厚 を一 定 に 制 御 す る とい う所 期 の 目的 を達

成 す るべ くス テ ップ(イ)～㈲ の 手順 が利 用 して い る"手 法

の 因果 関係"は,「 圧 延 力 と座 下 ス ク リュー位 置 とか ら

ケ ー ジ ・メー タ板 厚 が求 ま り,こ の ゲ ー ジ ・メー タ板 厚

境
界

は 圧延 後 の 実 際 の板 厚 に 等 しい」 とい う こ とに あ り,こ

の``手 法 の 因 果関 係"は,圧 延 ス タ ン ドは フ ックの 法 則

とい う自然 法 則 に 基 づ い て い る か ら,発 明 の成 立 性 は あ

る とい う こ とに な る。

ぶ 特 許 請求 の範 囲 の表 現 形 式

(i)原 則

プr]グ ラ ムに 関 す る発 明 に お け る特 許 請 求 の 範 囲の 表

現 形 式 は,原 則 と して 「方 法 」 で あ る。 その 理 由は,プ

ログ ラ ムの 性質 と りわ け そ の 技術 的思 想 の 創 作 は,「 手

順 」 に あ り,そ の 手 順 は経 時 性 を有 し て お りむ しろ 過 程

に 意味 が あ り,「 方 法」 の 発 明 とい うべ きで あ るか らで

あ る。

(ii)「 方 法 」 以 外 の表 現 形 式 に対 す る判 断 例

●プ ログ ラ ムそ の もの

プ ログ ラ ム とい う表 現 形 式 は認 め られな い。 その 理 由

は,プ ログ ラ ムそ の もの は,い ま だ,「 物」 あ る い は

「方 法 」 の い ず れ か一 方 と断 定 し得 ず,発 明 の カ テ ゴ リ

ー が 定 ま らな い か らで あ る。

●プ ログ ラ ム され た計 算 機

要 す るに コ ン ピ ュー タ内部 の一 連 の 動 作 ス テ ップ を変

化 させ た とし て も,そ の 基 本 的 な 構 造 お よ び機 能 は 異 な

る こ とは な い。 し た が って,プ ログ ラ ム され ナこコ ン ピ ュ

ー タ とし て の表 現 形 式 は適 当 でな い。 プ ログ ラ ムの持 つ

意 味 内 容 に よ り,計 算 機 の制 御 方 法 な どの 「方 法 」 と し

て表 現 すべ きで あ る。

〔II〕発 明の成 立性 あ りの領 域 ・

〔1〕 発 明 の成 立性 な しの領域 線
人 ▽ 〔III〕 ハ ー ドの 領 域

▲'、 '、

①

抽象的

知 的

概 念

メンタル

⑤
l
lプ ロ グ ラ ム に よ る

「
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②計算機

⑮

,

計 算機 の制御 「方法」

プ ロ グラム によ る

装 置、装;γ1系等の ②+③

◎

●

制御 「方法 」

物 の使nj「方法 」 ③ 物的被制御対象
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」
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5.お わ り に

プ ログ ラ ムに 関連 す る発 明 の成 立 性,お よ び特 許 請 求

の 範 囲の 表 現 形 式 を,総 合 して考 え て み る と,図 一3の

よ うに表 わす こ とが で きよ う(14)。

ソフ トウ ェアの 法 的 保 護 が 強 くさ けば れ て くるの は,

前 述 しナこよ うに 時代 の潮 流 とい え るが,目 を 転 じて,わ

が 国 に お け る資 源 問題 や環 境 問題 を み る に わ が 国の 現 状

には 厳 しい もの が あ る。 この厳 しい現 状 を克 服 す る一 つ

の方 策 は,我 々の 知 的 創 作 を奨 励 す る こ とに よ り,資 源

の有 効 利 用 を計 り,ま た,環 境 問題 の 解 決 に あた る こ と

だ ろ う。

この よ うに 直 而 す る問 題 の解 決 の た め に は特 に]1業 技

術 分 野 で の人 間 の 叡 知 に負 うと ころ が大 で あ る。

一 方 ,ソ フ トウ ェアの 法 的保 護 の 問題 は,外 国 との ソ

フ トウ ェア ・ギ ャ 、.プが 大 で あ る こ とか ら,わ が 国 の 関

係 技 術分 野 の浮 沈 を決 す る 問題 を も内在 して い るの で,

今 後 も慎 重,か つ,き め の こま かい 施 策 が な され よ う。

そ して,ソ フ トウ ェ アの特 許 に よ る保 護 の 問題 もそれ ら

と一 連 に係 わ り合 って い る とい うこ とが で き よ う。
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産地企業合理化の方策を示す

一 産 地診 断 システ ムの開発 一

,

当財団では昭和47年 度以来,中 小企業庁か らの 委託 を受 け,コ ンピ ュータによる企業

診 断システムの 開発を行 って きた。

そして,こ れ までに工 場診断 システム(47年 度),設 備近代化診断 システ ム(48年度)

工場 団地診断 シス テム(49年 度)の3つ の企業診断 システムを開発 した。

昭和50年 度には引続い て産地診断 システムの開発を行 った。

この シス テムの開発 にあたっては並 木高女氏を長 とす る産地診断 システム開発委員会

(委員12名)お よび荒井祐蔵氏 を長 とす る産地診断 システム開発 小委 員会(委 員7名)

を設け,こ の二 つの委 員会の協力 に よ り開発 をすす めた。

以下にその概要 を紹介す る。

特
ぐ

1.シ ステ ム開発 の背景

最近の中小企業分野においては,経 済の国際化,経 営

者意識の変化等を背景 として,全 く新しいタイプの中小

企業が誕生してお り,こ れら中小企業の要請に対応する

ために,中 小企業診断手法の質的変化が求められてきて

いる。

すなわち,従 来のように単に当該企業の現状を調査 ・

分析して欠陥を指摘するにとどまるものでな く,変 容す

る経済環境の変化を前提 とし,こ れに当該企業の現状を

どう結びつけて改善するか とい う企業の将来のあ り方,

未来志向に改善目標をもっナこ新たな診断手法体系の確立

が望まれている。

このような観点か ら診断へのコンピュータ利用が強 く

望まれている。診断へのコンピュータ利用は,理 論的に

はかな りの範囲への適用が可能とされているが,診 断の

主体はあ くまで も診断員であり,診 断員がより客観的に

判断を行 うための情報提供が,コ ンピュータ利用の目的

である。

このよ うな考え方を基本に,従 来か ら実施している産

地診断(国 の制度 としての公共診断一 創設以来の診断

件数55万 件,昭 和48年 末現在一 となっている)に,コ

ン ピ ュー タを 利 用 した 診 断 シ ス テ ムの 一 つ とし て,今 回

産 地 診 断 シ ス テ ムの 開 発 を行 った の で あ る。

2.シ ステムの基本構想

(1)産 地の定義

わが国の産地企業は,古 くから一定地域に集まって,

同一の立地条件で,同 じ製品を生産し,そ の多くは伝統

的な地場産業として発達してきた。また,産 地企業は,

本来地域と密接な関係を もち,そ の地域を離れては立地

しえないという諸条件を背景にして生成 された。それは

原材料の産出,気 候,風 土,地 勢など,自 然条件に加え

て,地 元資本 と労働力な ど地域社会の諸条件が結合した

ものである。

また,伝 統性をもつ産地においては,主 として江戸時

代,藩 の産業振興策 として伝統的技術の育成保護が行わ

れ,現 在でも伝統工芸産業 として継承 されているもので

ある。

これらの特質をもった多 くの産地は,地 場産業,伝 統

産業 として発達してきたが,わ が国の経済 の成 長 発展

に伴い,こ れ らの産地の存立基盤 も大 きく変容した。最

近における,こ れ らの産地の環境変化は,か つてない激

しい ものがあり,産 地の構造変化を迫っている。 このよ

一27一
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うな観点か ら産地を類型化すると次のようになる。

①伝統型産地

歴史的伝統をもち社会的分業によって生成し主 とし

て特産品などの生産を行 うもの

②現代型産地

①より発展した形態で新技術の尊人,需 要の変化に

対応 し近代工業形態へ と移行したもの

③系列集団型産地

核(親)企 業の地方進出などにより系列関係の企業

を中心にして新たに集団を形成 したもので,工 場団地

の一部 もこの中に含まれる

④都市型産地

主 として大都市において同業種および関連企業が特

定地域に集中して存在 しているもの

本システムにおいては,産地を次のように定義づけた。

すなわち,「 一定地域に同業種および関連業種が集中

して存在し,そ の集積度が大 きく,か つ市場が広域的な

広が りを持 っているもの」である。

(2)シ ステムの目的と範囲

産地診断は,産 地経済活動の実態を総合的に調査分析

して,そ の特色と問題点を把握 し,経 済環境の構造的変

動に即応して,産 地の今後の進むべ き方向を明 らかにす

るとともに,産 地集団構成企業の経営合理化,技 術の向

上等合理化の方策を明示し,産 地の経済的地位の向上お

よび産地集団構成企業の発展を図ることを目的として行

うものである。本システムにおいては,こ のような主旨

に基づき,産 地診断のシステム化を図った。

システムの目的は,コ ンピュータか ら客観的な判断資

料を提供することによ り,従 来よりも精度の高い診断指

導を可能とするものである。シ ス テ ム化の効果として

は,次 のようなことが期待できる。従来の産地診断にお

いては,診 断班が必要とするアンケー ト調査の集計 ・分

析に時間 と労力がかか りすぎたために調査面での制約を

受けた。コンピュータを利用した場合,大 量のデータ収

集および処理が可能 とな り,こ の集計 ・分析の作業がコ

ンピュータにより迅速化,簡 易化 される。また,個 別企

業の実態調査(ア ンケー ト調査)を 行 った後,各 個別企

業側に対し,メ リットのある情報が迅速に提供 されない

ため,診 断に対する関心が うす くな り,協 力度の面であ

ま り良好でなかった。 コンピュータか ら各個別企業に対

し,メ リットある情報を即時に提供で きれば,か な り積

極的な協力姿勢が出てくるもの と思われる。

すなわち,診 断の工数の経済的合理性の面 と,個 別企

業への情報サービスの面 とか ら効果を期待できる。

まナこ,コ ンピュータの高速性とその論理の確実な性質

を利用し,計 量科学 としての多変量解析法を用いて産地

集団構成企業の企業評価モデルのシ ミュレーシ。ンを行

った。 この多変量解析法による企業評価の試みは,従 来

の企業評価や診断r－法に新たな可能性を提起するもので

ある。すなわち,診 断にこの種の解析方法を適用するこ

とにより,従 来よりも高度な判断がなし得るとともに,

質的に高い診断が可能であり,と くに産地の特色につい

て的確な改善方法の指導が可能である。

システムの範囲は,主 として診断内容が比較的定型化

していると考えられる部分について,シ ス テ ム化を図

る。 システム化の対象とする業種は,同 一業種(製 造業)

を中心に考えるが,必 要に応じて関連業種(流 通面,系

列面)も 含めるもの とする。

(3)シ ステムの機能

本システムにおける機能を図示すると図一1の とお り

である。 コンピュータ処理をす る部分は,図 一1に おけ

る長方形で囲まれた部分である。コンピュータの入力帳

表は,

(A)個別企業基本調査表

(B)経営資源実態調査表

(C)産地診断チェック・リス ト

の3種 類である。また,企 業か ら提 出 される財務諸表

は,(A)の 個別企業基本調査表の中に含まれる。

(A)の個別企業基本調査表は,産 地構成企業の経営実態

の把握を行 うための ものである。

(B)の経営資源実態調査表は,産 地構成企業の経営資源

の実態を分析するためのものである。 この経営資源の

実態を把握することにより事業転換など今後の進むべ

き方向を明 らかにするテこめの一つの判断資料となる。

(C)の産地診断チェック・リストは,基 本 調 査 を補完

し,具 体的実証的に分析考察するための現場診断にお

一28一
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図 一1産 地診断 システムの機能図

い て,診 断 員 に よ りチ ェ ッ ク され る診 断 チ ェ ッ ク7項

目 を ま とめ た もの で あ る。 これ は 産 地 全 般の 点 数 評 価

と問 題 点 の 指 摘 を行 うた めの もの で あ る。

◎ の産 地 に 関 す る市 場 凋 査表 ぱ,販 竜関 係 の 企 業に 対

して 行 うア ン ケー ト調 査で,産 地 の 特 性 を 把 握 す るた

め に 行 う もの で あ る。

(E)の業 界 の 情 勢 は,全 国 的 な 観 点 か らの 業 界の 動 向 を

ま とめ た もの で あ る。

この ⑪ と(E)につ い て は,コ ン ヒ。ユ一 夕処 理 を行 わ な い

が 診 断 報 告 書 作成 の 時 の 有 力 な 資 料 とな る。

コ ン ピ ュー タか ら出 刀 され る帳 表 は,大 き く分 けて4

つ(番 号 工～ ○ に 分 類 す る こ とが で きる。

① の 総 合 評 価 一 覧 表 は,経 営 者 の ア ン ケー ト調 査(個

別 企 業 基 本 調 査 表)か ら得 られ た 回 答 項 目 を集 計 し 一

覧 表 に した もの で あ る。

② の 財 務 評 価 一覧 表 は,企 業 の 経営 比 率 の 相 関 行 列 に

よ って 示 され て い る多 変 量 の 間 の 変 動 を よ り少 な い数

の 変 動 に よ って 説 明 す るの に適 し た代 表 的変 動 とし て

の 因 子 を 求 め,こ の 因 子 の評 点 の大 き さに よ り企 業 の

順 位 づ けを 行 い一 覧 表 に した もの で あ る。

③ の定 性 的 要 因(経 営 資源 実 態 ‖諮Dの 分 析 一 覧 表

は,説 明 変 数 が 定 性 要 因(経 営 資 源 実態 調 査の アン ケ

ー ト項 目)の 重 回帰 分 析(変 数 が1 ,0の 値 だ け を とる

ダ ミー 変 数分 析)を 行 い,こ れ ら各 説 明 要因 の 福 相 係

数,各 回 答 水準 の 回 帰 係数 、重 相 関 係数 を求 め て一 閲

表 に し た もの で あ る。

④ の 診 断 チ ェ ッ ク ・ リス トの 点 数 評 価 と コ メ ン ト文 一

覧 表 は,診 断 員に よ りチ ェ 、.クされ た 「産 地 診断 チ ェ

ック ・ リス ト」 の チ ェッ ク項 目を部 門別 に点 数 評 価 し

た もの と 「産 地 診 断 チ ェ ッ ク ・リス ト」 か ら抽 出 さ21

た コ メ ン ト文 を一 覧 表 に した もの で あ る。

3.コ ン ピュー タ処 理 の概要

(1)コ ン ピ ュー タの 処 理 手 順

本 シ ス テ ム に お け る コ ン ピ ュー タ処 理 手順 の概 略 は,

図 一2の とお りで あ る。 コ ンe'ユ ー一夕で処 理 す る入 力 デ

ー タは ,「 個別 企 業基 本 調査 表 」 と 「産 地 診 断 チ ェ ック

・リス ト」 と 「経 営 資源 実 態 調 査 表」 の3種 類 か ら得 ら

れ る デ ー タ で あ る。 これ ら3種 類 の 入 力 デ ー タ は,互 い

に独 立 し て コン ピ ュー タ処 理 を行 う こ とが で き る。 す な
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図 一2コ ン ピ ュー タの 処 理手 順

表 一1コ ン ピ ュー タを 利 用 した 診 断 プ ロセ ス

診 断プ ロセス 作 業 内 容

il診 断の申込み ト 診亘噸 の鮒

・診断実施計画の策定(診 断の方針 ・診断の重点項目

・ 診 断の準制 診灘 驚 轍)

・診 断申込者へ の通知

3 基 本 調 査

・個別企業基本調査表の収集 ・

・経営資源実態調査表の収集
づ 「,し

・産地 に関す る市場調査表の収集

・業界動向の把握

4 コ ン ピュ ー タ処 理

・個別企業基本調査表の分析 ・評価

・経営資源実態調査 表の分析

5 診 断重点 の把握 ・産地の現勢,特 性,問 題点か ら診 断重点 の把握

・産 地 診 断 チ ェ ッ ク ・リス トの収 集

・ 現場 診断 ●離 離 ㌶ ㌶ 難玉露 難麟

析考察

7コ ン ピ ュー タ処 理

・産地診断チ ェック ・リス トの点数 評価 とコメ ン ト文

抽 出

・診断内部の意見調整

8総 合 調 整.改 善事項の決定

9勧 告 書 の作成
・診断勧告書の作成

・改善事項の提示

・診断終了後 において,診 断結果 に基づ き示 され た勧

10事 後 指 導 告改善事項 の実施方 策および今後 の進 むべ き方 向に

ついて,そ の指導 を行 う。

一30一

わ ち,3種 類 の 入 力 デ ー タが 全 部 揃

ってい な くて もコ ン ピ ュー タ処 理 が

可 能 で あ る。 診 断 実 施 機 関 にお い て

は,こ れ らの入 力 デ ー タの うち デ ー

タの 収 集 が で きた もの を コ ン ピ ュー

タ処 理 させ れ ば よい 。 しか し,原 則

的 に は,3種 類 の 入 力 デー タが 揃 っ

てい ナこ方 が,診 断 実 施 の 上 か らよ り

好 ま しい。

(2)コ ンピュータ処理と診断プ

ロセスの関連

産地診断は,一 般的に,当 該産地

の業種に係 る一般動向等の資料収集

とその分析を行い,産 地集団として

の総合的観察と問題点把握のための

基本調査,さ らに これを補完する現

場診断の順に従い実施する。 ここで

は,診 断実施機関において,コ ンピ

ュータを利用した場合の基本的な診

断プロセスについて説明する。表一

1に 示すように,診 断実施機関にお

いては,「 診断の申込み」の段階か

ら始ま り,順 次作業を進め,最 終的

に 「事後指導」の段階までを行 う。

この一連の診断プロセスの中でコン

ヒ。ユータを利用する部分は,表 一1

に示すように,4番 目と7番 目の段

階である。ただし,「 産地診断チェ

ック ・リス ト」の入力データがなけ

れば7番 目の処理は,省 略される。

「個別企業基本調査表」 と 「経営資

源実態調査表」の入力データは,4

番 目の コンピュータ処理で行 う。予

備調査などによ り,「 産地診断チェ

ック・リス ト」の作成が可能である

ならば,こ の4番 目の段階で入力す

ることができる。診断実施機関にお

いては,コ ンピュータの入力データ

】』 」
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,は,で きる だ け正 確 化,客 観 化 す る必 要 が あ り,診 断 プ

ロセ スの 中の どの 段 階 で コ ン ピュー タ処 理 を 利 用 す るか

・は,十 分 に検 討 し,そ の 実 施 機 関 に 合 致 した 方 法 で利 用

す る こ とが望 ま し い。

4.コ ン ピュー タ処 理 に よる効果

さきにシステムの基本構想で説明したように,本 シス

ーテムは従来から実施している産地診断の診断資料の整備

老 するとともに,診 断の省力化,質 の向上を図ることが

ね らいである。 これにより診断作業の効率的な運用をは

か ることができる。

なお,こ こで引用 した説明は,中 小企業庁の委託によ

りとりまとめた 「産地診断システム解 説 書(シ ステム

編)」 によるものである。 このほかに実際にこのシステ

ムの運用に携わる人を対象にシステム設計,お よびその

操作手順等について解説した別冊の 「産地診断システム

解説書(プ ログラム編)」 が とりまとめられている。

(高取敏夫 ・システム第1課)

、
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構造的戦略計画 モデルを目指す

一 企業TPBSの 研 究 開発 一

旧 日本情 報開発協会は昭和48年 度 よ りの継続 事業 としてTPBSシ ステムの研究開発

に とり組 んで きた。本研 究は51年 度 を もって完 了の 予定 であるが,こ こでは企業の戦略

計 画モデル として開発 された企業TPBSに ついて,そ の概要 をのべ る。

1.TPBSと は

TPBSと は[IIIargetSetting2()licyModelBuilding

andSchedulingSystemの1略 称 で あ り,「 目標 ・方 針 ・

手 順 シ ス テ ム」 と 呼 ば れ る もの で あ る。 つ ま り,こ の シ

ス テ ム は 目 標 を た て,方 針 を 設 定 し,こ れ を 具 体 的 計 画

に お ろ し,ス ケ ジ ュ ー ル を つ く る た め の シ ス テ ム で あ る

が,そ の 特 徴 は つ ぎの3点 で あ る 。

(1)将 来 の 望 ま し く,か つ実 現 可 能 な ビ ジ ョン計 画 を策

定 す る こ と

② 人 間 の 創造 性 と コ ン ピ ュー タ の情 報 処 理 機 能 を マ ン

・マ シ ン的 に 結 合 させ る こ と

(3)ト ップだ け でな く,ミ ドル の 管理 者 や現 場 の第 一線

の人 た ちに い た る ま で全 員 が 参 加 す る し くみ に な って

い る こ と

そして,と くにその最大の特色は,従 来のような現状

延長型の長期経営計画ではなく,現 状をこえた大胆なビ

ジ。ン目標を設定し,し かもそれを実現可能な計画にま

でおろした うえで,そ の費用効果対比分析が行えるよう

になっていることである。

2.企 業TPBSの モデ ル

この'TPBS"は 政 府,自 治 体,企 業 な どすべ ての

経 営 体 で これ を 利用 す る こ とが で きるが,企 業TPBS

は つ ぎの よ うな 諸 点 に特 別 の考 慮 が な され て い る
。

田 新しい企業 ビジ。ン計画を実施した場合の収支バラ

ンスおよび収益性に関する数字を明確化すること

② 現在の財務状況 と将来計画 との間の一貫性および整

合性を考慮すること

(3}収 益性 と社会コス トの関係を計量化すること

④ 企業がかかえている各種の制約条件相互間の影響 と

その収益に及ぼす度合いを計量化して提示すること

㈲ い くつかの,代 替的計画案について,そ れぞれの利

害,得 失の両面,長 期短期の効果などを評価した形で

トップに提示し,そ の判断に資すること

3.企 業TPBSの システ ム構成

構造的戦略計画モデルとしての企業はTPBSは つ ぎ

の4つ のサブシステムで構成 されている。

(1)企 業特性分析システz、

② 現状延長型長期計画評価システム

(3)ビ ジ 。ン型戦略計画策定システム

(4)現 状延長 ・ビジ.ン 両計画統合システム

これを図示した ものが図一1で あり,4つ のサブシス

テムが段階的 ・発展的な形で全体としてのシステムを構

成していることが理解できよう。

① 企業特性分析システム

このサブシステムでは,ま ず当該企業の属する業種が

どのような特徴を持ち,ま たその企業が同業種の中で,

どのような位置にあり,さ らにその企業独自のどのよう

な特殊性をかかえているか とい ったことが分析される。

(図一2参 照)
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企 業 の 現 状 問 題 の 把 握

企 業 利 潤 の メカ ニ ズ ムの 分 析

第3フ ェーズ ビジ 。ン型の構造的

戦 略計画の作成 と検討

第1フ ェーズ 特性分析,問 題点発見 第2
フェーズ 現状延 長型による

企 業 の 特 性 分 析 長期経営計 画策定

1現 状 延 長 型 計 画 マ ・プ の作成1

い 測 モ デ ル 構 造 の 作 成1

1シ ミ,レ ・シ ・ ・ モ デ ・レの 開 到

1シ ミコレ ー・シ.ン 結 果 の 評 価 と 修 〔[

=
匡 終 的 な 総 合 評 刷

←
1ビ ジ.ン 計 画 目 標 の 設 定1

第4ソ ェ ー ズ 現 状 延 長 型

ビ'ジ,ンM統 合 シ ス・テ ム
1ビ ジ … マ ・ プ の 作 劇

1投 資 額 算 定,投 資 効 果の 測劃 1両 ・ ・ テ ・… 統 合 澗 幣1

達成確 率実施 効果を考慮した最適

計画へのフ ィー ドバ ック

⇒ 1・ ミ ・ レ.… に よ る 禍hll

1最 終 審 の 決 定1

図一1企 業TPBSの システ ム構 成

つ づ い て,そ の 業 界 や 企 業 が どの よ うな 状 態 に あ り,ど の よ うな

問 題 を内 包 して い るか が 検 討 され る。 この 場 合 に は現 在 お よ び5年

後 に わ けて 問 題 点 が 分 析 され る。(図 一3参 照)

そ して 最 後 に,景 気 の サ イ クル の 各 局 面(景 気 上 昇 期,下 降 期,

安 定 期)に お け る企 業 利 潤 告"の メ カ ニズ ムの 解 明 が 行 われ る。 と

くに この 利 潤 造 出 の メ カ ニズ ムの 解 明 は,企 業 の 存 続 が 利 潤 の 確 保

に 直接 か か わ るだ けに 重 要 な 点 で あ る。(図 一4参 照)
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② 現状延長型長期計画評価システム

ここでは,そ の企業が現状をそのまま延長した経営を

続 けていった場合に,ど のような経営状態 となるかを描

き出し,そ こに起 る決定的な諸問題を明 らかにする。

そのやり方としては,ま ずその企業全体を対象 とする

か,ま たはある特定の事業部だけに限定するか。また将

来のどの時点を目標年次 とするか,さ らに,ど のような

計量し得る形の企業目標(た とえば総資本利潤率)を 設

定するかをきめる。そして,つ ぎに この企業目標に関連

ある諸変数を設定し,こ れ らを用いて基本的モデルの骨

組みを組みたて,そ れに対応した時系列デークを財務諸

表や社会,経 済的諸統計を中心に収集する。

ここでのもっとも中心になる作業は,基 本モデルの構

築であり,こ れにはさきの第1サ ブシステムの中の利潤

造出 メカニズムの分析が大いに役に立つ。(図 一5参 照)

そして,こ こでの技術的問題 としては,こ のモデルの

外生変数 としてどのような社会 ・経済指標を選ぶか,ま

た財務諸表の枝分れの末端の項

目について,ど のような換算係

数を設定するか(た とえば,ペ

イロールの算定に当っての労識

別の比率や賃金ベースなど)が

あげられる。

そして,こ のサブシステムで

われわれが とくに 留 意 し たの

は,こ のモデルの中のある変数

(た とえば原料価格)が 変化 し

た場合に利潤にどのような影響

を及ぼすかを,即 座にコンピュ

ータが弾 き出せるようにしたこ

とである。

③ ビジョン型戦略計画策定シ

ステム

このサブシステムは企業TP

BSシ ステムのかなめになる部

分である。大部分の企業が現状

延長型でいった場合には,赤 字

の累積で企業の存続が不可能に

なることはほぼ明 らかである。

そ こで,こ うし た 企 業 の危 機 を打 開 し て,さ らに企 業

の 安定 的 発 展 を図 る た め に は,ど うし て も過 去 の 伝 統 や

経 験 だ け に と らわ れ な い新 し い 創造 的な 経 営 政 策 の樹 立

が必 要 とな る。 この シ ス テ ムは こ うし た構 造 的戦 略 計 画

の た め に 準備 され た もの で あ る。

そ して,こ れ は まず 第 一 に,KJ法 的 な手 法 を加 味 し

たTPBS独 特 の 方法 に よる ビジ 。ン ・マ ップ の 作成 を

行 う。 これ に は トップ も参加 す る と同 時 に,企 業 外 か ら

の 創 意 を 吸収 す るよ うに し,さ らに 現場 管理 者 も含 め た

全 員参 加 の方 式 を と る。(図 一6参 照)

第 二 に は,こ の ビジ ョン ・マ 、ノブ にPERTタ イ ム ・

コ ス ト的 技法 を用 い て 望 ま し い達 成 期 限,所 要 資 源,費

用 な どを算 定 す る。

な お,こ の ビジ ョン ・マ ップ で は い くつ か の サ ブ ・タ

ー ゲ ッ トと 目的 ・手段 的 プ ロジ ェ ク トに ま で お ろ され る

こ とを付 記 し てお く。

第 三 に は,こ れ らの 各 プ ロジ ェ ク トの達 成 確 率 の 検 討
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が 行 われ,そ の ため に,各 プ ロジ ェク トご との ク リテ ィ

カル ・フ ァ クタ ー(そ の プ ロジ ェク トの 達 成 を 阻 害 し,

あ るい は 達 成 に 欠 くべ か らざ る諸 要 因)を 洗 い 出 し,ク

ロ ス イ ンパ ク ト・マ トリ ック ス技 法 に よ って,各 プ ロジ

ェク トの 達 成 可 能 年 次 を算 出 し,こ れ と期 待 年 次 との ズ

レ を調 整 す る。(図 一7参 照)

④ 現 状 延 長 ・ビ ジ ョン両 計 画 統 合 シ ステ ム

この サ ブ シ ス テ ムは 最 後 の 仕 上 げに あた る シ ス テ 人で
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あ り,前 述 し た よ うな 現 状 延 長 ・ビ ジ ョンの 両 長 期 計 画

を統 合 し て,全 体 とし て整 合 性 を持 った 企 業 の 長 期 経営

計 画 の 策 定 を 目指 し て い る。

そ して,こ こで は マ ン ・マ シ ン的 な シ ミュ レー シ ョン

手法 が フ ルに と り入れ られ る。 そ の 中 核 とな るの は い ま

ま で に 作成 され た プ ログ ラ ノ、や デー タを基 に して,こ れ

に 統 合 ・調 整 プ ログ ラ ノ・を 加 え て設 計 され る総 合 的な デ

ー タ ・ベ ー スで あ る
。 この デ一 々 ・ベ ー ス は プ ログ ラ ノ、

・パ ッケ ー ジ の エ リ

愚 占 巳クト ㌫ 霊こ1
の,双 方 を含 む)・

フ ァイ ル の エ リア

と,こ れ らを使 って

計算 され た二 次 加 工

情 報 を一 時的 に ス ト

アす る エ リアの3つ

か ら,構 成 され る。

そ して 端 末機 か ら

この デー タ ・ベ ー ス

に 働 きか け る こ とに

よ って,即 時応 答 で

必 要 な デ ー タ や情 報

が 得 ら れ る の で あ

る。

現 在 は拡 大 デ ィス

プ レ イ の適 切な もの

が な い た め,OHP

を用 い て い る。 この

方 式 は 一 種 の デ シ ジ

図 一6ビ ジ ョン型計図の マ ップ(D社 の例)
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ヨン ・ル ー ム方 式 で

あ り,こ れ に よ っ

て,ト ップは 複 合 的

に 入 り組 ん だ企 業経

営 の実 態 や未 踏 の 激

変 す る将 来 に どの よ

うに対 応 し てい っナこ

らよい か を的 確 に 把

握 し,最 適 な 経 営 戦
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略を策定することが可能と

なる。(図 一一8参 照)

4.企 業TPBS

の効果

企業TPBSを 活用する

ことによる効果はつぎのよ

うな ものである。

(1}従 来の現状延長型では

な く,新 しいビジ。ンを

織 りこんだ戦略的構造計

画を確立することがで き

る

{2)ト ップをはじめ各階層

の人たちが参画すること

により,企 業内に現状打

破的な気運を盛 り上げ,

これを共通の企業目標に

結集することが可能とな

る

(3}企 業経営を構造的に方

向転換するための具体的

な方策,手 段が設定でき

る

{4}突 発的な事態の発生に

際して,そ の企業経営に

及ぼす影響を速かに測定

し,こ れへの緊急措置が

構 じられる

倒 社会的責任のような定

性的な問題を社会的コス

トとして定量化し,そ の

経営への貢献度や,負 担

の度合いを明確に把握す

ることができる

(社会情報システム研究室
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き め こ ま か な 顧 客 サ ー ビ ス を

自動 車 分 解 整 備 業 の 標 準 販 売 管 理 シス テ ムー

〈中小企業向け標準販売管理システム②〉

自動 車分解整 備業 とは,自 動|1{の各装 置を車 両か ら取 り外 して整備 または改造 を行 う

作 業を反復 的に行 う企業の ことであって,「 道路運送 中:両法」 に基づ き規定 されている。

一般 的に自動 車分解整備業 におけ る作業 は,定 期点検整備,臨 時整備 およびその他の作

業(事 故車の鍍 金塗装作業等)が ある。 また,自 動 車分解整備業の分類は売上高の割合

によ り整 備売上 高が総 売上高 の50%以 上 を占める専業,自 動d1販 売等の兼 業部門の売上

高が50%以 上 を占め るデー ラー 自企業保有車の整備 を行 っている自家にな る。 さらに,

企 業の設備等 によ り,法 令で定 める設備 ・技術 ・管理組織 を有 し一般的に民間 車検 場 と

いわれてい る指定工場,優 良な設備 ・技術 ・管理組織 を有す る認定工場,以 上に属 さな

い認証 工場の3つ に分類 され る。

なお,当 システムの開発に当っては,専 業の指定工場 を対象 として取 りあげてい る。

蔦

1.自 動車分解整備業の現状 と動向

自動車分解整備業における現状 と主な動向を示せば次

のとお りである。

・小規模企業が非常に多い

・毎年2千 余 りの企業が増加してお り,そ のほとんどが

小規模企業である。

・売上高は対前年比で10%以 上の増加をしている。

・自動車1台 当た りの臨時整備の需要は減少傾向にある

・定期点検を主体とした予防整備の比率が高まっている

また,個 別企業においては次のことがいえる。

・顧客および車両に関する情報の管理 ・活用が十分に行

われていない。

・受入体制の不備から作業の円滑化が図れないでいる

・積極的なサービス活動が不足 している。

2.シ ステム化にあた っての留意点

自動車分解整備業界の特徴 ・問題点などからシステム

化を行 うに当って考慮 しなければな らない点が多くある

が,特 に次に述べ る点については重要であり,当 システ

ムでは,こ の点を解決するよう設計している。

① 企業規模が小さいため,コ ンピュータに多額の費用

をねん出で きない。

小規模企業が多数を占めてお り,ど のような方式で

コンピュータを利用するにしても,多 額の費用をコン

ピュータ運用に回すことは難しい。 このため,運 用費

用 として月20万 円程度を想定している。

② 車両の入庫から納車までが短期間であるため,迅 速

な処理が要求 される。

整備によっては1時 間程度で完了するもの もあり,

完了後直 ちに納品書を作成 し車両 とともに顧客に渡さ

なければならない。 このため,整 備完了時に直ちにコ

ンピュークとの会話形式により納品書の作成を行 う方

式を採用 している。

③ 料金体系が企業によって異なっている。

業界団体で毎年標準料金表を作成し,そ の普及に努

めているが,各 企業で独自の料金表を利用していると

ころ も多い。 このため,標 準料金,各 企業独自料金の

両方を使用できるようにしてある。

④ 経営管理資料が不足している。
ト

経営管理のための資料不足か ら十分な管理ができず

顧客へのサービスにも悪影 響 を与 えている。 このた

め,あ らゆる角度か ら必要とお もわれる資料で作成を

行 うことにしている。

一37一

3.シ ステムの基本構想

(1)シ ステムの目標

自動車分解整備業においては, 自動車保有台数が増加
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しているにもかかわらず,需

要量の伸び悩み傾向が強 く,

毎年2千 余 りの企業が増加し

ている業界の現状で需要量を

確保 ・開拓していくことは難

しい。 これ らの問題を打開す

るために当システムの目標は

次の もの とした。

④ サービス活動の促進

獲得した顧客に関する情

報を常時整理加工しイ∫効な

情報を迅速に得,こ の情報

をもとに各種サービスを積

極的に行 う。また,需 要が

潜在しているに もかかわ ら

ず,い まだ達成率のあまり

よくない定期点検整備の促

進により新規顧客の獲得等

のサービス活動の促進をね

らいとする。

② 管理体制の充実

顧客 ・車両 ・売上 ・作業

等の情報は,種 類 も多く特

殊であるため手作業による

管理では情報を有効に活用

することは難 しい。 したが

って,顧 客 ・車両 ・売上 ・

等に関する正確 ・迅速な情

報を提供することにより,

きめこまかな管理を可能と
『し計画的経営の一助を担 う

ことをねらいとする。

③ 事務処理の合理化

売

」:

管

理

顧

客

芦
川

理

車

両

管

理

経

営

管

理

作業指小書

fl成

各種伝 票

作 成

売 上 情 報

作 成

顧 客 情報

作 成

1)M

作 成

(入庫 促' 顧 客

サ ピスのための

資 料 作 成

(サービス活動)

車両 情 報

作 成
入 庫情 報

作 成
(入庫 促' 顧 客

整備 情 報

作 成
工 場

経営 情 報

作 成 経 営 管理

事務作業の単純化 ・標準化を図 り,事 務作業量の増加

に伴 う人員増加 を防ぎ,事 務処理の効率を向上 させるこ

とをね らい とする。

(2)シ ステムの機能

自動車分解整備業における管理機能 と機能間における

情報の流れを明 らかにしたものが図一1の 機能情報関連

図一1機 能情報関連図

図である。 自動車分解整備業における管理機能を大別す

ると

① 売上情報を管理する機能

② 顧客情報を管理する機能

③ 車両情報を管理する機能

④ 経営情報を管理する機能

に分類することができる。 これ らの各機能は互いに密接

な関連を有しており,当 システムでは,各 機能をサプシ

一38一
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ステム化した構成をとっている。

① 売上管理サブシステム

ここでは整備作業が終了した時点で,作 業指示;『:,

その他各種伝票の情報に基づいて直ちに整備料金を計

算して納品書を作成するとともに,こ れらの情報を整

備 ・加工を行い売上管理のための資料を提供する。

② 顧客管理サブシステノ、

ここでは,顧 客に関する情報を整備 ・加工し,陣 検

・定期点検の通知を迅速に行 って入庫促進を図ること

新たな需要の創造並びに顧客へのサービス向上のナこめ

の資料を提供する。

③ 車両管理サブシステ!・

ここでは,過 去にどのような整備を行 ったか とい う

情報を完備し,整 備種別の統計表を作成し整備作業を

サポー トするとともに,入 庫促進,整 備計画策定のた

めの資料を提供する。

④ 経営管理サブシステ!、

各サブシステムで蓄積された情報を集計 ・加工 ・整

備 し,売 上および整備作業を管理するための資料を提

供する。

4.シ ステ ムの概要

当 シス テ ムは 各 業務 の機 能 お よび そ の 管理 目的 に 従 っ

て,4つ の サ ブ シス テ ムか ら構 成 され て い る。 これ らの

サブシステムは,単 独で利用可能 としてあるが,総 合的

に利用することによって,よ り効果的な利用ができる。

また,入 力方式はすべて会話形式による直接入力方式

を採用しており,原 始データか ら入力媒体への変換を不

要としてある。 これにょり,処 理の迅速化,媒 体変換に

よるミスの防止をはかっている。

各サブシステムの 目的および作成している資料は以下

に示すとお りである。

(1)売 上管理サブシステム

ここでの目的は,作 業および売上に関する情報から請

求書の作成を行い,的 確な売上管理を行 うとともに売上

・入金情報を基に売掛金の管理を行 うことである。その

ために具体的には次の各資料作成のための処理を行って

いる。

⑦顧客向け資料 としての明細請求書(納 品書),合 計請

求書の作成

②1日 の情報をは損するtめ の売上日報,入 金日報の作

成

③集金業務を円滑にするための請求一覧表の作成

④売掛金をは撮するための売掛一覧表の作成

(2)顧 客管理サブシステム

ここでの目的は,き め細かな顧客の管理を行 うことに

より,顧 客へのサービスを向上させ,顧 客の定着化およ

び販売活動の円滑化を図ることである。そのために具体

十

R102

売 上 日 報
1昭和 年 月 司

顧 客 コー ド 顧 客 名作業指示
書 番 号 車 検 定 期 一 般 板 金

塗 装 L賃 計 工賃原価 部品
部品
原価

外注 外注
原価

その他
その他
原 価

コ:賃

以外酎

工賃以外

原 価
合 計売 」、原価

「＼

1

,

一 、

合 言{

合 計 売 上 に η す る税 合 婚 チ 謡 4 ギ / % / 秀/ % / 傷 / 100% /

図一2売 上日報

一39一

一



「
2

‡

、

i/IPDECジ ャーナル

的には次の資料作成のための処理を行 っている。

①車検・定期点検通知のためのダイレクト・メールの作成

②任意保険加入勧誘のための保険未加入顧客一覧表の作

成

③顧客別の保有車両をは握するための顧客別車両一男乞表

の作成

④顧客の属性は握のための顧客一覧表の作成

(3)車 両管理サブシステム

ここでの目的は,車 両の規格,性 能,所 有者,過 去の

整備内容等の車両情報を整備 ・加工し,こ の情報を基に

定期的整備の促進,整 備作業の円滑化,ア フターサービ

スの強化等に活用することである。そのために具体的に

は次の各資料を作成するための処理を行 っている。

①整備予定量のは握により整備計画立案のための月間入

庫 予定表の作成

②入庫 予定でありながら入庫しない車両をは握するナこめ

の未入庫車両一覧表の作成

る整備種別の頻度をは擬するための故障頻度統計表の作

成

④車両の属性をは撮するための登録車両一覧表の作成,

(図一4)

(4)経 営管理サブシステム

ここでは,各 サブシステムで蓄積されたデータを整備

・加工して必要時に経営管理に必要な各種管理資料の作

R204
保 険 未 加 入 顧 客 一 覧 表

顧客 コー ド 顧 客 名
電話
番号

郵便
番号

住 所 車両名
車 両
登録随

型 式 年 式

＼ 一

/

図一3保 険未加入顧客一覧表

登 録 車・ 両 一 覧 表

車両登録ぬ 車 両 名 型 式 年 式
車両分類
コー ド 車 台 番 号 原 動機 の型 式

自家用
自藁用種別

車両 購 入 先 テ ー ラー 名

＼

■ 客 コ ー ド
車両重量
ま費は耗ホ絃

重婚貌金額 走 ～1キ ロ 数 登録 年 月1コ
迫 検
有 効 期 限

fイ 憩 保 険 会 社 名

累 積 3同 前 2同 前 ・予 回

入 庫
回 数

諫 求 金 額 入庫年月n 作業種別
作 業
指示書番 号

入 庫年 月日 作業槙別
作 業
指小書番 号

人 坤

写`1}i
イ勺築棟別 作 業

指小 書番号

)
l
l
t̀

`1
.
'
`
1|

-

1

車両登録ぬ

、×

、＼

＼
＼̂

＼

＼ ＼ ～ ._～ 一 　

図 一4登 録車両一覧表
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R403顧 客 別 売 上 金 額 順 位 表 昭 和 × × 年X× 月

顎 位 顧 客 コード 顧 客 名 車 検 定 期
点 検

一 般 板 金
塗 装

工賃の
合 計

部品 外注 その他
工賃以外
の 合8† 総 合9 入金額 値引亀

一

合 計

図一5

成を行うものであ り,具 体的には次の資料を作成してい

る。

①年間整備計画策定の資料 としての年間整備予定表の作

成

②月間売上状況は握のための顧客別売上管理表の作成

③年間または処理時点での売上状況は握のための顧客別

売上金額順位表の作成(図 一5)

④年間または処理時点までの整備売上金額 ・整備入庫台

数の推移をは握するための売上 ・入庫実績推移表の作

成

顧客別売上金額順位表

おわ りに

当 シ ス テ ムの 詳細 に つ い ては,中 小 企 業(自 動 車分 轄

整 備 業)向 け 標準 販 売 管 理 シ ス テ ム解 説 書 総 括編 お よ び

サ ブ シ ス テ ム編 とし て と りま とめ られて い る。総 括 編 は

経営 者 ・管理 者 を対 象 とし て シ ス テ ム全 体 の 説 明 を 行 っ

て い る。 ま た,サ ブ シ ス テ ム編 は シ ス テ ムエ ンジ ニ アを

対 象 と して シス テ ムを プ ログ ラ ム単 位 に展 開 して 説 明 を

行 って お り,こ れ を 参 照 す る こ とに よ りプ ログ ラ ムの 作

成 を 行 え る よ うに な って い る。

(遠 藤 貢 市 ・シ ス テ ム第1課)

'

、
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上級技術者の養成,基 礎調査等 を実施

一 情 報 処 理 研 修 セ ン ター一・50年 度 事 業 の概 況 一

情 報処理研修 センクーは旧財団法人情 報処理研修 センターの事業 を引 き続 き実施す る情 報処

理 要員の研修 専門機関 であ り,そ の 事業 は情 報処理要員養成の重要性 とあい まって今後一層充

実 してい くことが要請 され ている。 ここで は,情 報処理研修セ ンターの前身であ る財団法人情

報処理研修 センターの昭和50年 度 事業の概況 を紹介す る。

1,上 級情報処理技術者等の養成事業

学界,産 業界等における情報処理分野の専門家を講師

に迎え,企 業,官 庁,学 校等 より派遣 された研修生総数

3,000名 余 りに対して情報処理に関連する各種技法の教

育等次の事業を実施 した。

(1)研 修の実施

①上級情報処理技術者の研修

上級情報処理技術者の研修 コースとして 「システム・

エンジニア・コース」2ク ラスを設け,情 報処理に関す

る各種の理論,技 法とその適用方法,事 務管理,生 産管

理など各種業務におけるシステムの理論,そ の設計分析

方法および各種プログラムに関する知識とその高度利用

方法等の研修を実施 した。

②情報処理部門の管理者の研修

情報処理部門の管理者の養成コースとして 「管理者コ

ース」4ク ラスを設け,シ ステム設 計,プ ログラム管

理,シ ステム・エンジニア,プ ログラマ等の情報処理技

術者の管理等について研修を実施した。

◎情報処理技術者を教育する者の研修

情報処理技術者を教育する者の研修 コースとして商業

高校,工 業高校,高 等専門学校の教員を対象 とする 「・f

ンス トラクタ・コース」5ク ラスを設け,コ ンピュータ

とその高度利用に関する知識およびその実際的な利用方

法,情 報処理教育に関する,指 導方法等の研修を実施し

た。

④ 情 報 処 理 に関 す る特 殊 技 法 等 の 研 修

情 報 処 理 に 関 す る各 種 専門 技法 等 の 研修 の た め 「シス

テ ム技 法 コー ス」 を 設 け,マ ネ ジ メ ン ト ・ リサ ー チ,多

変 数 問題 の 数 値 解 析,応 用 計 量経 済 学,数 値解 析,誤 差

解 析,有 限 要素 法 の 基礎,オ ペ レー シ 。ンズ ・ リサ ー チ

等 の ク ラ スに よ りそれ ぞ れ の 分 野 に 関 す る理 論,そ の利

用 方 法 等 に つ い て 研修 を 行 った。

⑤情 報処 理 諸 技法 等 の基 礎 研修

情 報 処 理 業 務 に 携 わ って い る もの お よび これ か ら携 わ

ろ うとす る もの を対 象 に 「シ ス テ ム ・エ ンジ ニ ア基 礎 コ

ー ス」,「 プ ログ ラ マ基 礎 コー ス」 各1ク ラ スを 設 け,シ

ス テ ム設 計,オ ペ レ ー テ ィン グ ・シ ス テ ム,フ ロー チ ャ

ー テ ィング ,プ ログ ラ ミン グ等,電 子 計 算 機 に 関 す る理

論,そ の利 用 方 法等 の基 礎 に つ い て研 修 を実 施 し,ま た

「基 礎 数 学 コー ス」2ク ラス を設 け,電 子 計 算 機 利 用 の

た め の 数 学 の基 礎等 に つ い て研 修 を行 う と と もに,「 ソ

フ トウ ェア ・エ ン ジ ニ ア ・コ ー ス」1ク ラ ス を設 け,ハ

ー ドウ ェア ・ソ フ トウ ェアの 知 識,プ ログ ラ ムの 作 成,

設 計 等 上 級 ソ フ トウ ェ ア ・エ ン ジ ニ アに な るた め に 必 要

な 知 識 技 術 につ い て 研 修 を実 施 した。

⑥ 国 産 電 算 機 メー カ等 の 協 力 に よ る研修

国 産 電 算 機 メー カ6社(沖 電 気,三 菱 電 機,日 立 製 作

所,富 士 通,東 京 芝 浦 電 気,日 本 電 気)お よび(財)関

西 情 報 セ ン ター の 協 力 を え て 特別 コー ス を 設 け,次 の諸

項 に つ い て 研修 を 実 施 しt。 な お,国 産 電 算 機 メー カ6

社 に よ る協 力 コー ス は 本財 団教 室 で,ま た(財)関 西 情

報 セ ン ター の 協 力 コー ス は大 阪 市 北 区 の 同財 団 会 場 に お

一42一
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い て 実 施 した。

・シ ミュレ ー シ ョン
,数 値 解 析,統 計解 析,数 理 計 画

法,数 値 計 算,管 理 者 の た め の情 報処 理 マ ネ ジ メ ン ト ・

セ ミナ ー,ソ フ トウ ェア ・エ ン ジ ニ ア ,オ ン ライ ン ・デ

ー タベ ー ス
,EDPシ ス テ ム運 用 管理 セ ミナ ー,SEの

た めの シ ス テ ム分 析 セ ミナ ー,OR概 論 ,コ ン ピ ュー タ

・ア ー キ テ ク チ ャ
,プ ロジ ェ ク ト管 理,NCT作 機 の 自

動 プ ログ ラ ミン グ,シ ス テ ム ・ダ イ ナ ミ、ソク ス に よ る地

域 計 画 の シ ス テ ム分 析,シ ニ ア ・プ ログ ラマ養 成 コ ー ス

(2)特 別講義の実施

情報処理技術者の養成事業の一環 として,木 財団に派

遣 された研修生な らびに産業界等における情報処理関係

者を対象に当センターにおいて次のとお り外人講師によ

る特別講演会を行った。

①第1回 講義

開催日

講師

演題

昭和50年4月17日(水)

ロバ ー トR・ ヘ ン チ(米 国 ,GE技 術 部

長)

最 近 の ア メ リカに お け る コ ン ピ ュー タ ・ネ

ッ トワ ー ク技 術 の 傾 向 お よ び,GE

MARK皿 の ネ ッ トワ ー ク技 術 につ いて

②第2回 講義

開催期間

講師

演題

③第3回 講義

開催期間

講師

演題

昭和50年7月17日(水)～19日(金)

J・ マー シ ャッ ク(米 国,カ リフ ォル ニ

ア大 学)

情 報 と組 織 の 経済 学

昭 和50年7月29日(月)～31日(水)

G・ ヴ ィー ダ ー ホ ール ド(米 国,ス タン

フ ォー ド大 学)

医 療 情 報 シ ス テ ム とデー タベ ー ス

2.情 報処理教育のための基礎調査

(1)海 外における情報処理要員の教育等実態調査

システム工学,シ ステム分析および情報処理技術等に

関する教育が米国の大学,研 究機関等においてどのよう

に行われているか,ま たそのカリキュラムはどうか,そ

E)実 情 わ よ び 今後 の計 画等 につ き調 査す る た め,昭 和50

年6月2日 か ら2週 間,調 査団(団 長 筑 波 大 学 教 授 西

村 敏 男氏)を 派 遣 した 。

訪 問先 は,IBM,SRI,マ サ チ ュー セ 、.ツ工 科 大

学,ハ ー バ ー ド人 学 ビ ジ ネ ス ・ス クー ル,イ リ ノ イ 大

学,ス タ ン フ ォー ド大 学JAIMS等 で,こ れ ら 諸 機

関 の 教 育 の状 況 等 を調 査 し た。

調 査内容 は,主 とし て シ ス テ ノ・工 学,シ ス テ ノ・分 析 の

教 育 お よ び情 報処 理 技 術 の 教 育 とその カ リキ ュ ラ ノ、に つ

い て 重点 的 に 調 査を行 い,そ の 結 果 を 「米国 に お け る情

報 処 理 教 育 の 実 態 調 査報 告 書 」 とし て と りま とめ た。

(2)オ ペ レー シ ョンズ ・リサ ー チ の た め の デ ー タ と

プ ログ ラム に 関 す る研 究

本 研 究 は 社 団 法 人 日本 オ ペ レー シ ョンズ ・ リサ ー チ 学

会 に 委 託 し,同 学 会 の 研 究 会 の 一 つ で あ る 「ORの た め

の デ ー タ とプ ログ ラ ム研 究 部会 」 を 中心 に特 別 に組 織 さ

れ た 「OR-DP委 員会(委 員長 森 口繁 一 東 京 大 学 教

授)」 に よ り実 施 され た。

そ の 内 容 は 各 種 の現 実 の デ ー タを 収集 し,デ ー タ ・ラ

イ ブ ラ リを 作 成 す る と と もに そ の扱 い方 を研 究 し,オ ペ

レー シ ョンズ ・ リサ ー チ の 実 践 的教 育 に役 立 つ 材 料 を用

意 す る こ とを 目的 と して

①ORに 関係 あ るデ ー タを収 集 整 理 す る

② 典型 的 な解 析 方法 お よ び解 析 例 の 解 説 書 を作 る こ と

等

に重 点 を お い て,作 業,研 究 を行 い,そ の 成 果 を 「オ ペ

レ ー シ ョン ズ ・リサ ー チの ため の デ ー タ とプ ログ ラ ムに

関 す る研 究 報 告 書 」 に と りま とめた 。 ・

(3)生 活の情報化に関する諸問題の分析およびその
し

解 明 の た め の フ レー ム ・ワー クの 作 成

本 事 業 は 官 庁 ・企 業 等 の シス テ ム ・エ ンジ ニ ア,シ ス

テ ム ・ア ナ リス ト等 に よ り 組 織 され た 団体(System

AnalystSociety-SAS)}ご 委 託 し,SASの メ ンバ ー に

よ り

① 人 間 系 イ ン フ ォメー シ 。ン ・ネ ッ トワー クの解 明,

② 機 械 化 イ ン フ ォ メー シ 。ン ・ネ ッ トワー クの解 明,

③ 生 活 の 情報 化 に お け る情報 の フ ィー ド ・バ ッ ク機 能
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の特 性,

σ情 報化 の 進 展 に伴 うプ ラ イバ シー の保 護 と シ ス テ ム

化 の限 界領 域,

⑤ 情 報利 用 の 促 進 と利 用 者教 育 の あ り方,

⑥ 情 報送 受 音聞 の ギ ャ 、ソプの 解 明 等 に つ い て,資 料 の

収 集,討 議,検 討 が 行 わ れ る と と もに,資 料 の と りま

とめ,報 告 書 の 作 成 が 行 われ た。

3.情 報化の促進普及に関する事業

情 報化 に つ い て 広 く一般 市 民 の 関 心 と理解 を深 め るた

め,50年7月,8月 お よび51年3月 に 都 内,近 郊 の 中 学

生 な らびに 中 学 校 教 員を対 象 に コ ン ピ ュー ク講座 を 開催

す る と と もに,10月 に 実 施 され た情 報化 週 間 行 事 に あ わ

せ て,中 学 生 向 け コ ン ピ ュー タ啓 蒙 講 座 「チ ル ドレ ンズ

・コ ン ピ ュー タ ・サ ー クル 」 お よ び地 方 の 高 校 生 を対 象

とす る講 演 会 「ジ ュニ ア ・コ ン ピ ュー タ ・セ ミナー」 を

当 セン ター に お い てつ ぎの とお り実 施 した。

(1)コ ンピュータ入門講座 「中学生コース」

期間 昭和50年7月28日 ～8月1日

講師 吉村啓(慶 応義塾大学普通部教諭)

永井啓子(お茶の水女子大学付属中学校教諭)

内容 電子計算機の基礎知識 とプログラミング入門

(2)コ ンピュータ入門講座 「中学校教員コース」

期間 第1回 昭和50年8月28日 ～29日

第2回 昭和51年3月29日 ～31日

講師 第1回 吉村啓,永 井啓子

第2回 吉村啓

内容 電算機の基礎知識 とプログラミング入門

(3)チ ル ドレンズ ・コンピュータ ・サークル

期間 第1回 昭和50年9月22日 ～26日

第2回 昭和50年9月29～10月3日

講師 吉村啓

森田俊夫(東 京学芸大学付属小金井中学校教

諭)

内容 初心者を対象とした計算機の基礎知識 と簡単

なFORTRANプ ログラミング

(4)ジ ュニア ・コンピュータ ・セ ミナー

開催日 昭和50年10月1日 ～6日

余場 北海道 道立旭川商業高等学校

福島県 県立郡山商業高等学校

和歌山県 県立文化会館

愛媛県 県PTA会 館

大分県 大分文化会館

沖縄県 那覇市民会館

講師 寛 捷彦(立 教大学)

島内剛一(立 教大学)

西村敏男(筑 波大学)

魚木五男(広 島修道大学)

刀根 薫(慶 応義塾大学)

森口繁一(東 京大学)

内容 コンピュータの仕組 と応用についての講演お

よび映画の上映

4.国 際応用システム研究機関に 関する事業

IIASA(国 際応用システム研究機関)の 諸活動に

対応する機関として本財団内に設けられているIIAS

A日 本委員会(委 員長 有沢広巳 東京大学名誉教授)

はわが国を代表してIIASAに 参加し,そ の諸活動に

積極的に協力してお り,本 財団は この委員会を通じて次

の諸事業を実施しナこ。

(1)IIASA日 本 委 員 会 の 開 催

IIASA日 本 委 員会 はIIASAの 諸 活 動 に 対 応 し

て第18回 か ら第23回 まで6回 の 委 員 会 を 開催 し,所 要 事

項 の審 議 ・検 討 を行 った 。 主 な 討議 事 項 は つ ぎの とお り

で あ る。

・IIASA研 究 プ ロジ ェク トに 関 す る シ ン ポジ ウ ム

に出 席 す る代 表 者 の 選 出

・IIASA国 際 会 議 に 出 席 す る代 表 者 の 選 出

・IIASAEJf究 プ ロジ ェク トに 関 す る シ ン ポジ ウ ム
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の報告

・IIASA国 際会議の報告

・IIASA研 究員の募集および人選

・IIASA本 部研究員の日本における調査協力
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・IIASA本 部研究員の来日報告

・IIASA本 部の1976年 研究計画,事 業 予算等に関

する件

・日本が委員に選出された執行委員公会議に関する件

(2)IIASA本 部 会議 への 出 席

IIASAの 研究 プ ロジ ェ ク トに 関 す る シ ンポ ジ ウ ム

は そ の 研究 活動 の本 格 化 に伴 って 活 発 に 開 催 され,ま た

IIASAの 最 高議 決 機 関 で あ る評議 会 も開 催 され,研

究 方 針,研 究 内容,事 業 計画,事 業 予算,役 員改 選 等 に

関 し討 議,議 決 等 が 行 わ れ た。

本 部 会 議 の ほか,こ れ らの シ ン ポ ジ ウム に はIIAS

Aの 要 請 を も加 味 し て,日 本 委 員会 の 決 定 に従 って つ ぎ

の 各 氏 を派 遣 し た。

・シ ン ポ ジ ウ ムEnergyResourcesAssesment

MethodsandEnergyDemand(昭

和50年5月)

武 井 満 男(財)日 本 エ ネ ル ギ ー経 済 研 究所 研 究 部 長

富 永 博夫 東 京 大 学 助 教 授

・シ ンポ ジ ウ ムーCADthroughInternational

Networking(昭 和50年5月)

穂 坂 衛 東 京 大 学 教 授

・シ ン ポ ジ ウ ムーArtificialIntelligenceQuestion

AnsweringSystelns(昭 和50年

6月)

長尾 真 京 都大 学 教 授

西 野博 二 電 子 技 術総 合研 究所 パ ター ン情 報 部 長

・シ ンポ ジ ウ ムーlntegratedIndustrialSystems

(昭 和50年6月 ～7月)

椹 木 義 一 京 都 大 学 教 授

前 川 良 博 日本 鋼 管(株)教 育 部 次 長

小 原 達 雄(社)日 本 鉄 鋼 連 盟 欧 州 事 務 所 長

.シ ン ポ ジ ゥ ムーGlobalModelling(第3回)(昭

和50年9月)

・シ ン ポ ジ ウ ムーElabolationofPublicHealth

(昭 和50年12月)

開 原成 允 東 京大 学 付属 病 院

・シ ンポ ジ ウ ム…-TransportationSystemsAnalysis

(昭 和51年2月)

長 谷 川 利 治 京 都大 学 教 授

・シ ンポ ジ ウ ムー-RetrospectiveCaseStudy

BRATSKILIMProgram(昭 和

51夕卜3∫])

岩 佐 義 朗 京 都 大 学 教 授

松 本 繁 樹(財)電 力 中 央 研 究 所 企 画 部

茅 場 一 東 京 大 学 助 教 授

大 西 昭 創 価 大 学 教 授

石 谷 久 東 京 大 学 助 教 授

・シ ン ポ ジ ウ ムー・-ComparativePerformanceof

UrbanRegions(昭 和50年10月)

目良 浩 一 筑 波 大 学 教 授

・シ ン ポ ジ ウ ムーDecisionMakingwithMultiple

ConflictingObjectives(昭 和50

年10月)

戸 田正 直 北 海 道 大 学 教 授

申 山 弘 隆 甲南 大 学 助 教 授

鈴 木 脾 大 阪 大 学 教 授

池 田三 郎 京 都大 学 助 手

松 崎功 保 日本IBM主 任 研 究 員

信 国真 蔵 埼 玉 大 学 助 教 授

(3)研 究員の派遣

IIASA本 部への研究員の派遣については,IIA

SA本 部の要請および日本委員会の決定に基いて下記の

方々を派遣した。 ・

・竹内邦良 東京工業大学助手(50年5月 ～51年4月)

水資源プロジェクト
ト

・増 永 良 文 東 北 大 学 電 気 通 信 研 究 所 助 手(50年6月

～51年5月)

コ ン ピ ュー タ ・サ イ エ ン ス ・プ ロ ジ ェ ク ト

・今 野 浩 筑 波 大 学 助 教授(50年7月 ～11月)

メ ソ ドロジ ー ・プ ロジ ェ ク ト
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企業 の条件 とニー ズに合 わせ た教育体系 を提案

企業内情報処理教育に関す る実態調査より一

●

)「Nt卜月では昭和43年 以来,情 報処理 要員の 育成確保 を目標 として各種の調査研究 を実

施 して きた。 それ らの成果 は,育 成指針,テ キス ト,視 聴 覚教材,報 告 書 としてまとめ

られ,親 日i広く河川 され ている。 これ らは主 に知識の伝達の場 において参考 とな る もの

であったが,昭 和50年 度は企業内 での情 報処理教育を 巨視的に把握 し,よ り有効な教育

が行 えるよ うな教 育体系 を提案 した。

ρ

1.調 査研究の概要

(1)目 的

企 業 に お け る コ ン ピュー タ利 川 は,こ こ数 年 の 経 済 の

停 滞 に もかか わ らず,着 実 に浸 透 し てい る と い え る。

そ し て コ ン ピ ュー タを 生 産 性 向 上 の た め の 有力 な 手段 と

す る考 えが 深 ま るに つ れ,企 業 ご とに そ の 効 果 的 な利 用

が 新 たな 視 点 か ら追 求 され て きて い る。 これ を 反 映 し

て,構 築 され る シ ス テ ム も複 雑 化 し非 常 に 高度 な もの と

な って きて い る。 この 背景 に あ るの は い うま で もな く,

コ ン ピ ュー タの ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの 技 術 的 進

歩 で あ るが,そ の効 果 的 か つ 多面 的 利 用 を さ らに お し進

め るた め に は,十 分 に育 成 され た コ ン ピ ュー タ要 員 が ど

うして も必 要 に な って くる。

ユ ー ザ に と って技 術的 な サ ポ ー トの 多 くは コ ン ピュー

タ ・メー カや ソフ トウ ェア会 社 に依 存 す る こ とが 可 能 で

あ るが,こ と コン ピ ュー タ要 員の 育 成 に 関 して は 他 に期

待 す る こ とは で きず,ユ ー ザ の 企 業 目的 に 沿 って計 画 的

な 教 育 を遂 行 しな けれ ば な らな い。

そ の た め に は,単 に よ りよ い 「情 報 処 理 教 育」 の 実 施

を 目指 すの で は不 十 分 で企 業 内教 育 と して の本 来 の意 義

を も考 慮 し た教 育 体 制 を確 立 すべ きで あ る。 す な わ ち コ

ン ピ ュー タ要 員 の 確 保,処 遇,職 務 内 容,育 成 経 路(キ

ャ リア ・パ ス;CareerPath),ジ ョブ ・ロー テー シ ョ

ン等 の 育成 環境 の見 直 し を行 い,こ れ ら との 関 連 に お い

て 教 育 体 系,カ リキ ュラ ム を作 成 す る ことが重 要 で あ る。

以 上 の主 旨 に よ り,企 業 内 コ ン ピ ュー タ要 員の 職 種,

キ ャ リア ・パ ス,処 遇 な どの実 態 を で きるだ け詳 細 に調

査 し,そ の 分 析 結 果 を も とに キ ャ リア ・パ ス と職 務 内 容

に 基 づ い た教 育 体 系 の あ り方 を 提 案 し,わ が 国 の コ ン ピ

ュー タ ・ユ ー ザ の 要 員 育成 と情 報処 理 振興 に 資 す る こ と

を 目的 と して 本 調 査研 究 を 実施 した。

(2)方 法

上記目標を達成するためには,ま ず現在のコンピュー

タ ・ユーザの要員育成に関する諸実態を詳細かつ正確に

把握する必要がある。 このために昨年10月 より11月にか

けて,全 国のユーザ1,100社 に対し,ア ンケー ト調査を

行い,270社 からの回答(回 収率24.5%)を 得てこれを

基礎資料 とした。またこれを補足する目的で4企 業のE

DP部 門管理者に対 してヒアリングを実施した。

アンケー ト調査項目の作成については,過 去の調査結

果等を十分に検討したうえで,時 系列的変化を把握する

必要のない ものあるいは,過 去の資料で補えるものにつ

いては除外することとし,要 員育成に関連する諸事項を

図一1に 示 したようにとらえ調査項 目としk。

また,こ れら調査 とは別に,欧 米における企業内情報

処理教育に関する実態調査 も行 ったが,こ こでは本調査

研究成果の中心 となった教育体系の提案に焦点をしぼり

以下述べてみる。

■1

キ
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なお,本 調香研究にあたっては,

当財団に情報処理教育調査委員会

および同専門委員会を設置し,検

討 ・分析,必 要な作業を行った。

2.教 育体系の提案

(1)提 案の背景

アンケー ト調査結果か らは コン

ピュータ要員教育はかな り積極的

に展開 され,ま た将来に対しても

より積極的に実施 していこうとす

る姿勢がみられた。 しか し現在実

施 されている教育訓練が,要 員育

成 という観点から真に体系化 され,

組織立 った展開になっているかと

いう点については,か な り疑問が

ある。 これは要員育成の原点 とも

いえるキャリア ・パス が ほ とん

どの企業で存在 してい な い こ と

(図一2参 照),職 種 とそれに対

して要求 されている業務の範囲が

かな り不明確のままにされている

こと,各 職種レベルに要求 される

知識 ・技術 と実際に行われている

教育内容 との間にかな りのギ ャッ

プが存在することな どか ら指摘で

きる。

これまでの要員教育は きわめて

一時的総花的色彩が強 く,と くに

新人の教育に関していえば,当 面

必要な知識であるか どうかにかか

わらず,一 般に必要 と思われるハ

ー ド,ソ フ トの知識を大量にしか

も一時的に詰め込 もうとする傾向

があるし,またオンライン・リアル

タイムシステムを構築するといっ

た場合などのプロジェクトが発生

すると,そ れに関係する要員のみ

に対して必要な教育を一挙に展開

11PDECジ ャー ナル
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な ど
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学校
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サ ー ビ ス な ど

図 一1要 員育成 に何が関係 するか
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す る とい った プuジ ェ ク ト志 向 訓 練(ProjectOriented

Training)の 形 態 が 一一般ll勺とな って い る。

この よ うな 新 人 教 育 や プ ロ ジ ェ ク ト志 向 訓練 に して も

教 育訓 練 とし て不 可 欠 の 要 素 で あ る こ とは 事 実 で あ る。

し か し 真の 意 味 での 要 員育 成 とい う観 点 か らす る と,こ

れ だ け では 不 十 分 で あ る。 育 成 とは,要 員の将 来 に 向 け

て の訓 練 活 動 でな け れば な らな い か らで あ る。

これ ま での 要 員教 育 の 大 きな 欠 陥 は,組 織 と して全 体

的 な レ ベ ルの 向 上を図 る とい う姿 勢 が 弱 い とい うこ とで

あ る。 これ は前 述 し た キ ャ
「企業内情 報処理教育の動

リア ・パ ス が設 定 され て い

な い とか,プ ロジ ェ ク ト志

向 訓練 とい う形 式 で,関 係

す る要 員だ けの た め の教 育

に 偏 りが ちで あ った こ とな

ど に よ る。 す な わ ち計 画 的,

意 識 的 に長 期 間 に わ た って

ス テ ップ ・バ イ ・ス テ ップ

で組 織 全 体 の要 員 を育 成 し

よ う とす る体 制 で は ない の

で あ る。

この よ うな育 成 体 制 を反

省 し,個 々 の 要 員 を レベ ル

・ア 、ソプ させ るの に 実 効 の

あ る シ ス テ ム化 され た教 育

体 系 の 指 針 とな る もの を 提

案 す る こ とは,今 後 の 情 報

処 理 要 員育 成 の た め に欠 く

こ との で きな い こ とで あ る。

この た め に,わ れ わ れ は

こ こで,キ ャ リア志 向 訓 練

(CareerOrientedTrain-

ing)の 体 系 を 提 案 す る こと

とした 。 これ は,キ ャ リア

・パ スを 前 提 とし,パ ス 上

の 育 成 レベ ル に 応 じて ス テ

ップ ・バ イ ・ス テ ップ で教

育 を行 う とい う も の で あ

る。 した が って,育 成 レベ

ル ご とに 要 求 され て い る業 務 の範 囲 と深 さを 明確 に し,

職 務 内 容 を 中 心 に 教 育 体 系 の 構築 を 行 った 。 な お この体

系 は プ ロ ジ ェ ク ト志 向 訓 練 を 否 定 す る もの で は な く,そ

れ を有 機 的 に 組 み込 み,よ り効 果 的 に 展 開 させ て い く も

の で あ る。

(2)体 系確立の手順

ここで提案する教育体系の作成手順は図一3に 示した

ように,各 種資料,ア ンケー ト調査結果等を十分検討し
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図一3教 育体系確立の手順と参照資料
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作 成 し たが,そ の 一 般 的 な 手 順 は,次 の よ うに な る。

① キ ャ リア ・パ スの 設 定

教 育 体 系 の 出 発 点 は キ ャ リア ・パ スの 設 定 で あ る。

コ ン ヒ。ユ一 夕部 門の 組 織 と要 員構 造,要 員確 保 と転 入

・転 出 の 方 針 ,コ ン ピ ュー タの 利 用 形 態 と作 業 の分 担

の しか たな ど を考 慮 しな が ら,そ の 企 業 に ふ さわ し

く,か つ育 成 とい う観 点 か らそ れ に適 し た きめ細 さを

もっ た キ ャ リア ・パ ス の 設定 を行 う。

② 職 務 記述 表 の 作成

設 定 し た キ ャ リア ・パ ス を も とに職 種 レベ ル ご との

職 務 記 述 表 を作 成 す る。 職 種 レ ベ ル を 分 割 し た の は,

各 レベ ル に 要求 され る仕 事 の範 囲 と深 さに 差 が あ るか

らで あ る。 し た が って,そ の 差 に 十分 留 意 しな が ら各

職 種 レ ベ ル の職 務 内 容 を具 体 化 し職 務 記述 表 に ま とめ

あ げ る。 この職 務 記述 が,教 育 訓練 ニ ー ズ を抽 出 す る

た め の重 要 な ソー ス とな る。

③ 各職 種 レ ベ ル ご との教 育訓 練 ニ ー ズ の抽 出

教 育 体 系 確 立 に あ た って は,職 種 レベ ル ご とに現 実

に 要求 され て い る仕 事 の範 囲 と深 さを分 析 し,そ の 結

果 を もとに 各 レベ ル に 要 求 され て い る知 識 ・技 術 の 水

準 を 具 体 化 す る。 これ と,キ ャ リア ・パ ス上 で の 要 求

水 準 との 差 異 を 把握 し,該 当 レベ ル で の 教 育 訓 練 ニ ー

ズ お よび 訓 練 目標 を 抽 出 す る。 つ ま り職 務 記述 表 とキ

ャ リア ・パ ス とを 十 分 に 考 慮 しナこ教 育 ニ ー ズ を ひ きだ

す の で あ る。 こ こで 職 務 記 述 表 に 直 接 表 現 され な い も

の で も,そ れ ら職 務 を 遂 行 す るに あナこって 必須 の基 本

図 一4提 案 キ ャ リア ・パ ス

(|`級

シ ス1ム ・ソ ノンナ

初級
シスプム ・ゾラ ンソ'

的な知識 ・技術は もれな く教育ニーズに反映 させる。

↓教育体系の確立

教育ニーズが列挙できたら,そ のニーズをどのよう

な順序で満たしていけばよいかを検討する。基礎的知

識と上級の知識,職 務 」二での優先順位,教 育内容の難

易性 と段階性などを考慮しなが ら,教育順序を決定し,

体系としてまとめあげる。

⑤主要な教育内容の決定

各職種レベルの教育体系が完成したら,こ れを構成

するコースごとの主要な教育内容を決める。全コース

の教育内容が列挙できたら,全 体の検討を行い調整す

る。実際には このあと詳細なカリキュラムが必要とな

る。

(3)提 案 教 育 体 系 の 概 略

前 述 の 体 系 確 立 の 手順 に した が って 作 成 した 提 案 教 育 畠

体 系 の 概 略 を述 べ る。

今 回 の提 案 教 育 体 系 の も とにな った キ ャ リア ・パ スは

図一4に 示 した もの で,こ れ は今 回 の ア ン ケー ト調 査結

果 お よ び過 去 の キ ャ リア ・パ スに 関 す る各 種 実 態 調 査 の

結 果 を反 映 し た もの で,今 後 の あ るべ き姿 を も加味 した

モ デ ル で あ る。

今 回の ア ン ケ ー ト調 査結 果 か ら判 明 した 事実 と して,

各 職 種 に要 求 され てい る要 員 の 適 性 ・資質 は そ れ ぞ れ異

質 な もの とな っ てい る とい う ことが指 摘 され る(図 一5

参 照)。 この ことか ら,オ ペ レー ター プ ログ

ラ マー シ ス テ ム ・ブ ラ ン チ とい った よ くあ る

経 路 は 決 して 望 ま し い もの で はな い とい え
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る。

要 求 され る適 性 ・資 質 を 考慮 して,そ れぞ
ト

れ の 職 種 の 中 での 上 級 レベ ル へ と育 成 し た方

が よい と考 え られ る。 ま た 育成 とい う観 点 か

らす る と,同 一 レベ ル に長 期 に わ た って 留 ま

るの は好 ま し くな く,目 標 に向 って 要 員 を 動

機 づ け,絶 え ず 向 上心 をか きた たせ るテこめ に

は,同 一 レベ ル に は3年 か ら4年 ぐ らい しか

留 め て お くこ とが で きない で あろ う。 この た

め に 各職 種 と も初 級 ・中級 ・上 級 の レベ ル を
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設け,き め細かく育成できるようなキャリア ・パスとし

た。

各職種レベルごとの職 務 記 述 の概略は表一1に 示 し

た。図一4の キャリア ・パスと各職種レベルの職務記述

とに基づいて作成した提案教育体系の全体を示したのが

図一6で ある。それぞれの枠が教育コースを示し,そ の

図一5

要求 される

適性 ・資質

中のタイ トルがコース名を示している。実際に教育を行

うためには各コースのカリキュラムを詳細に作成すれば

よい。

キ ャリア志向訓練では,こ の体系図で示されたように

職種レベルごとに,そ のレベルで新たに必要 となる知識

・技術を修得する機会をタイ ミングよく与える。場合に

一50一
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le

、
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よ って は,先 行職 種 レ ベ ル で次 期 育 成 レベ ル の 訓 練 を開

始 す る こ と も十 分 可 能 で あ る。 いず れ に して も,レ ベ ル

ご とに必 要 とな る 知識 ・技 術 を ス テ ップ ・バ イ ・ス テ ッ

プ で 継続 的 に教 育 し,期 待 され る－L級レベ ル ま で ひ きあ

げ て い くのが,キ ャ リア志 向 の 教 育 訓 練 体 系 で あ る。

(4)提 案 教 育 体 系 の 利 用 法

こ こで提 案 し た教 育 体 系 は,一 つ の モ デ ル に 過 ぎな

い。 この 体 系 が す べ ての 企 業 で その まま 利 用 で きる もの

で はな い 。 各 企 業の 組 織 と要 員構 成 キ ャ リア ・パ ス と

職 務 内容 等 の 実 情 に即 した 修 正 を加 えた うえ で の 活 用 が

望 ま れ る。

この種 の 変 更,修 正 が 容 易に 行 え る こ とを 前 提 と して

提 案 教 育 体 系 では モ ジ ュー ル 化 を 志 向 して い る。 各 教育

コ ー ス(モ ジ ュール)で は 極 カ ー つ の 機 能 とか ソ フ トウ

ェア だ け しか取 扱 わな い よ うに して い る。 その 結 果,各

コー ス は短 期 間 で修 了 す る よ うな もの とな っ てい る。 こ

れ に よ って企 業 ニ ーズ か らみて 不 要 な コー スを 削 除 した

り,逆 に 新 規 コー ス を体 系 の 中 に 位 置 づ けた りす る こ と

が 容 易 に な って い る。

教 育 体 系 の モ ジ ュー ル 化 に は ま だ 他 に もメ リッ トが あ

る。 その 一 つ は,外 部 機 関 の 教 育 コー ス を 選 択 して利 用

す る こ との 自 由度 が 高 い とい うこ とで あ る。 教 育体 系 上

の全 コ ー ス を企 業 内で 実 施 す るの が理 想 で は あ るが,現

実 問題 として は ほ とん ど不 可 能 に 近 い 。 か な りの コー ス

は外 部 に依 存 せ ざ るを得 な い。 この 場 合,体 系 が モジ ュ

ー ル化 され て い る とそ の組 み込 みが 容 易 で あ る。 それ ぞ

れ の教 育 コー スの 目標 に ふ さわ しい 外 部 機 関 の コ ー ス を

対 応 づ け て活 用 す る とよ い。 さ らに,も う一 つ の メ リ ッ

トとし て,コ ー ス間 に 仕 事 を通 じての 訓 練(OJT)が

位 置づ けや す い とい う ことが あげ られ よ う。

い ず れ に しろ,提 案 教 育 体 系 が モ ジ ュー ル化 され て い

る こ とを 利 用 して,企 業 の 諸 条 件 お よび教 育訓 練 ニ ー ズ

に見 合 った 教 育 体 系 へ と発展 させ る こ とが重 要 で あ る。

な お,提 案 教 育 体 系 で 示 して い る教 育 の順 序 は必 ず し

も これ に 従 って 実 施 すべ き こ とを意 味 し て いな い。 確 か

に 初 級 レベ ル の 教 育 コー ス に 関 して は,提 示 し た順 序 が

望 ま しい もの が 多 い。 しか し 上級 レベ ル にな る に従 って

順 序 を 逆 に して も支 障 の な い もの が 多 くな る。 育 成 ニー

ズ の 優 先 度,教 育 コー ス開 催 の タイ ミン グな どを 考 慮 し

て あ る程 度 の 組 み 替 え を行 って もよい。

3.提 言

今 回の 調 査 と教 育 体 系 の 提 案 は,今 後 の 企 業 内 情 報 処

理 教 育 を考 え るに あ た って の 有 力 な ヒン トとな る もの と

い え よ う。 しか し現 実 に わ が 国 の 企 業 内 情 報 処理 教 育 を

改 善す る ため に は まだ 残 され た 問 題 が あ る。 本調 査 研 究

をふ ま えて,今 後 検 討 し,で き るだ け早 期 に 具 体 化 すべ

き点 に つ い て ふ れ て み る こ とに す る。

す で に 明 らか な よ うに,キ ャ リア ・パ スの 設 定状 況 は

きわ め て 悪 く,情 報 処 理 要 員 の 標 準 的職 務記 述 は皆 無 に

等 しい 。 現 在 の ま まの 状 況 で は 本 当 の 上級 情 報 処 理 要 員

まで 育 成 す るの に は,非 常 に 多 くの キ ャリア と年 月 が必

要 とな ろ う。 しか も,そ れ ぞ れ の 企 業 に ふ さわ し い教 育

訓 練 体 系 を構 築 す るた め に必 要 とな る職 務 記 述 が不 明確

な ため に,実 効 あ る体 系 を 早 急 に 作 りあ げ る こ とは非 常

に 難 しい。 これ を解 決 す るた め に は,ま ず キ ャ リア ・パ

ス と職 務 記述 を 作 成 す るに あた って の指 針 な い し は ガ イ

ドライ ン とな る もの を 国 が 提示 す る必要 が あ ろ う。 これ

は,コ ン ピ ュー タの 規 模 や利 用 形 態,要 員構 成 等 を配 慮

した 多種 類 の もの とし,さ ま ざ まな 企 業 の実 情 を把 握 し

た うえ で作 成 され た もの で な け れ ば な らな い。 この種 の

指 針 が提 示 され れ ば,各 企 業 の取 組 みが 一 段 と容 易 に な

ろ う。

英 国 で は す で に1967年 に 技 術 省 が"StaffTitlesand

JobDescriptioninCommercialDataProcessing"な る

もの を発 表 して い る。

この よ うな標 準 的 な モ デ ルが 発 表 され た後 には,ひ き

っづ き標 準的 な教 育 体 系 と各 コ ー スの カ リキ ュラ ムが 提

示 され な け れ ばな らな い。 これ らの 指 針 を採 用 し ナこ企 業

で は 必然 的 に,こ れ に準 じた教 育 訓 練 を志 向 す る こ と と

な る。 企 業 が その 姿 勢 を とる限 り,情 報 処 理 教 育 を提 供

す る各 種 団 体,研 修 所,専 門 学 校,コ ン ピュ ー タ ・メー

カ も標 準 的 カ リキ ュラ ムに 準 拠 せ ざ るを 得 な くな るで あ

ろ う。 これ に よ って,現 在 ば らば らに 実 施 され,教 育 の

質 や 偏 りが 問 題 とな って い る こ との 多 くが改 善 され,教

育 内 容 が よ り充 実 しそ の 効 果 も高 ま る と考 え られ る。

(佐 藤 文 博 ・調 査 課)
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「7単 位
,2バ イ トで6,350字 」を 目 途

一情報交換のための漢字符号の標準化に関する調査研究一

当財団では,昭 和44年 以来 「情 報処理普及促 進のた めの標準化に関す る事業」の…環

として,各 種 デー一夕コー ドの標準化のた めの調 査研究お よびJIS原 案の作成 を毎 年実

施 してい る。昭和49年 度,昭 和50年 度 は,工 業技術院か ら委託 を受 け,委 員会 を設置 し

「情 報交換のための漢字符 号の標準化」に関す る調 査研究 を行 った。

情 報交換のための漢字符 ε}にっいては,昭 和49年 度において,漢 字符 号化に際 しての

基本方針の検討 を中心に調査1班究 を行い,昭 和50年 度において,コ ンピュータに よるデ

ータ解 析を基 本に符 号'化すべ き漢字を選定 し,符U表 上の割fJけ を行 った。

ここでは,そ の概要 を紹介す る。

栢

1.漢 字符号標準化の背景

現在,わ が国では情報交換用符号 として,仮 名文字,

アルファベット,数 字など約15Q字 については,JISC

6220NN情 報交換用符号、(昭和44年6月1日 制定)が 制定

されている。しかし,漢字については字種の多さ,使用上

の 複雑 さな どの 技術的困難等 か らJIS制 定が,保 留さ

れて きた。一方,近 年において漢字を含む情報の入出力

のニーズが高まり,漢 字情報処理の新技術および製品の

研究 ・開発が活発にな り,各 種の漢字情報処理システム

も実用化 されている。 これ ら実用化されたシステムの発

展 と平行して,漢 字情報処理システムの基本 となる 「文

字 ・用語」の調査 ・研究 も国立国語研究所を中心 として

広 く行われるとともに,漢 字符号標準化の努力 も進めら

れ,昭 和34年 に,新 聞業界の標準 として,「CO-59コ ー

ド」が実用化されるにいたっている。

一方,(社)情 報処理学会では,昭 和44年 に同規格委

員会に 「漢字コー ド専門委員会」が設けられ,国 語学 ・

言語学専攻者を中心 として,標 準化用の漢字の選択と,

その配列順序についての検討を行い,昭 和46年 に 「標準

コーード用漢字表(試 案)」6,100字 が発表 された。また,

昭和50年 には,行 政管理庁が,「 行政情報処理用基本漢

字」 として2,788字 を選定した。

情報交換に使用する標準符号としては,国 際的には1

SO-IS646に7単 位 符YS－が 規 定 され,わ が 国 に おい て

はJISC6220"情 報交 換 用 符 号、(昭 和51年1月1日

改 正)に,7単 位 符 号 と,8単 位 符 号 とが 規 定 され てい

る。 これ らに 対 し,漢'ii符 号 等 の よ うに 前述 の標 準 符 号

で は 表 現 で きな い キ ャラ ク タに つ い て,そ の拡 張 法 とし

て,ISOのSC2委 員 会 の 第8回 会 議(昭 和46年10月)

で原 案 が作 成 され,こ れ に基 づ きわが 国 に お い て もJIS

C6220の 拡 張 法 とし て,JISC6228""情 報交 換 用 符 号 の

拡 張 法 、が 昭 和50年 に制 定 されk。

この よ うな 背 景 か ら通 産 省 工業 技 術 院 の 委 託 に よ り,

昭 和49年 度 か ら,2年 計 画 に よ り,各 界 有 識 者 か らな る

「漢 字 符 号 標 準 化 調 査 研究 委 員 会 」(委 員 長 森 口繁 一東

京 大 学 教 授)を 当財 団 内 に設 置 し,漢 字 符 号 の 標 準 化 に

関 す る調査 研 究 を行 う こ とにな っ た。

2.漢 字情報処理 システムに 関するアンケー

ト調査および面接調査 、

昭和49年 に,漢 字情報処理システムの実情を明らかに

することおよびこれに関する標準化策定のための基礎資

料を得 ることを目的 としてアンケー トおよび面接による

調査を実施 した。

一53一
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中 の ユー ザ(未 鶏 人 も含 む)を 中心 に実 施 し た。 発 送 件

数83件 でII・1答は41件(回 収 率49.3%)で あ った。 調 査 結

果 の概 要 は,

(L適 用業 務 に つ い ては,情 報 検 索 が 最 も多 く,つ い で 顧

客 管理,人 事管 理,校 正,ゲ ラ出 力 … … で あ る。 官 公

庁 で は,そ れ ぞれ の 所 管 業 務 に 関 す る情 報 検 索,民 間

企 業 で は,顧 客 管 理 や 人'」藪管 理,そ れ に 印刷 関係 に大

別 で きる。

U漢 字 の 収 容 字 数 は,2,000字 ～4,000'r－ の範 囲 が 多 く,

字 体 は 当用 漢 字 字 体 表 お よび これ に準 ず る字 体 を第 一

義 的 に と りあ げ て い る と ころが 多 い。

ほ 鍵 盤 配 列 は,自 己 の適 用 業 務 に 合 わ せ る ため 独 自の 頻

度 調 査 を も とに配 列 し 直 した 場 合 が 多 い 。 さ らに,鍵

盤 配 列 に 頻度 別 段 階 を とって い る場 合 が 大 部 分 で あ る

が,各 段 階 の 配 列 形 式 は,音 訓 順,部 首 別順 等 一 様 で

な い。

④ 漢 字 の 標 準 化 に対 す る考 え方 と して は,賛 成 の意 見 が

jLE倒的 に 多 く,字 数 は3,000字,4,000'r－ お よび5,000

字 の 意 見 が あ った。

(2)面 接 調 査

調 査対 象 は,地 方 公 共 団 体,電 力 会 社,地 方 新 聞 お よ

び印 刷 会 社 等 か ら20事 業 所 を抽 出 し た。 調 査 結 果 の 概 要

は,適 用 業 務(将 来 も含 め て)に つい ては,医 療 関 係,

情 報検 索,住 民 記録,徴 税業 務,電 気 料 金 自動 振 込 み,

記 事原 稿 の 送 ・受 信 シス テ ム,電 算 写 植 シ ス テ ム等 で あ

った。

@標 準 化 に つ い て は,大 部分 が 賛 成 で あ り,字 数 は,

5,000'r-～8,000字,4,500字 お よ び3,200字 とい う意 見

が あ った。

3.標 準化対象の図形文字の選定

(1)漢 字 以外 の 図形 文 字 の 選 定

通 常 の 国 語 表 記 で 漢 字 以 外 に 付属 的 に用 い られ る文 字

と して は,数 字,ロ ー マ文 字,平 仮 名,片 仮 名,ギ リシ

ア文字,ロ シ ア文 字 お よ び特 殊 文 字(記 号 ・約 物)等 が

あ る。 これ らの うち,数 字,ロ ー マ文 字,片 仮 名 お よ び

特 殊 文字 の あ る種 の もの は,JISC6220ss情 報 交換 用 符

号、 で規 定 され てい るが,こ れ らはISOに 準拠 した英

文 表 記 の 思 想 に基 づ く もの で あ り,国 語 表記 の 上 か ら

は,不 足 して い る。 さ らに わ が 国 で は,国 語 表記 の 上 で

は平 仮 名 が使 わ れ て お り,分 野 に よ って は,ギ リシ ア文

字,ロ シ ア文 字 等 も用 い られ て い る。 これ ら不 足 分 を補

うと と もに特 殊 文 字 で は,慣 用 的 に,記 述 記 号,括 弧 記

号,学 術 記 号,単 位 記 号,一 般 記 号 に分 類 し検 討 を行 っ

た。 一 般 的 に縦 書 き用 と横 書 き用 の 区 別 は,フ ァン ク シ

ョン機 能 で区 別 で きるの で特 に 分 けず,符 号 表 上 で は同

一 符 号 とす る こ と とした
。

結 局,漢 字 以 外 の 図 形 文 字 で 標 準 化 の 対 象 とす る もの

は,数 字(10字),ロ ー マ文 字(52字),平 仮 名(83字)

片 仮 名(86字),ギ リシ ア文 字(48字),ロ シ ア文字(66

字),特 殊 文 字(108字)と 決 め られ た。

(2)漢 字の選定

情報交換用として,符 号化すべ き漢字の対象範囲を,

地名 ・人名等の固有名詞を含め,古 来日本語を表記して

き,ま た今後 もするであろ う漢字に,限 定することとし

ナこ。 このため,中 国文字や朝鮮文字(ハ ングル文字)と

混合使用される漢字については,そ の使用のいかんを問

わず考慮の対象から除外 された。

標準化の対象 として選び出 される漢字 集 合 に ついて

はその基本的性格の調査研究が数多 く発表されている。

また各分野で利用されている漢字表 ・符号表も数多 くあ

る。 これ らの ものは,い ずれ も多数のデータの集積 と解

析により作成された ものであ り,多 種類の特性をもって

いる。 これ らの各種漢字表 ・符号表か ら各分野の代表的

な ものを選出した37種の漢字表 ・符号表は表一1の とお

りである。それらを基本 として,統 計的手法の一種であ

るクラスタ解析を利用して漢字の選定を行 うことになっ

た。

解析の対象となった漢字は,角 川書店の漢和辞典 「新

字源」に収め られている漢字9,921字 と,同 辞典にはな

く,37の 漢字表 ・符号表のいずれかに採用 されている漢

字2,215字,合 計12,136字 である。

字数のわくは,対 象分野 と符号体系に左右される。漢

字を使用して表記する対象分野は,社 会,人 文および自

然な ど社会のあらゆる分野にわたっているので,そ の各

分野ごとに特に頻繁に用い られる漢字,あ るいはその分

一54一

■

ず 、

、

↑



ノ1PL)ECジ ャーーナ ル

表 －t-1解 析 の 対 象 と した 漢 字 表 ・符 号 表

・藁葺 溌 紬 称

11BM
2情 報処理
3明 治生命
4大 蔵省主計
5富 士通

ρ
U
7

8

9

01

刷
協
館

印
列
書

二

省
配
図
郎
健

蔵
字
会
四
岡

大
湊
国
林
森

国土行政区画
内閣調査室
日本生命人各
読売新聞
国語研新聞

漢
!

, 表 各

IBM2245漢 字印刷装置文字 セ ッ ト.一覧表

情 報処理学会(漢 字 コー ド委員会)標 準 コー ド川漢字表(試 案)
明治生命保険相互会社漢字 コー ド表
大蔵省主計局収容漢字表
富士通標準文字表

.大蔵省印刷局常用文字の調査

全 日本漢字配 列協議会全国統一・新配列に よる常用漢字n録
国立国会図書館収容漢字表林

四郎 ・小林信子,「 語彙調 査四種の使用度によ る漢 字グループ分け」

森岡健 二 「漢字の層別」

1

2

つ
」
4

'0

ー

ユ

ー

ユ

ー

「
国土行政区画総覧使用漢字
内閣調査室収容漢字表
目木生命収容人名漢字
読売新聞社1倍 明朝(基 本活字)文 字数
国立国語研究所資料集8「 現代新聞の漢字調査」中間報告

漢 字 表
作成年月n

S47.4

46.10

46.6

48.8現 －tl≡

45.3

37.1～41.12

43.7

48.8現 在

46.9

49.1出 版

47イ]渡

48.8現 在

48.8現tl三

47.1

4].1～12
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1

1

1

9
‥

1

2

3

4

5

2

2

2

2

り
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行政基本漢字
タイプ和文
字種一覧
タイプ漢字
日本生命

NHKラ ジオ
写 研
サ ンケイ
日本テ レビ放送 網

電 話番号簿

…醗卵弩警撃 麟 磐葬7㌍皇霊嬬 蹴賠翻倒
i国 語 シ リー ズ64 各 種 漢 字 表 字種 一 覧

i日本 タ イ プ ライ タ ー㈱N.T.C.漢 才 入力 シス テ ム 用 文 字 コ ー ド表 第 一 次 分
`日本 生 命漢 字 コー ド表
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7

8

0
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∩
)

2

り
白
2

2

りO

1

2

り
0
4

5

3

り
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つ
0
3

ぴ
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7

3
3
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書

字
科
聞

59
度

漢
教
新

一
出

用
語

日
0
字

当
国
毎

C
文

1NHK文 研 用語研 究部 「ラジオニ ュース語い調査漢 字集計表」参照 菅 野謙
1微写研SPICA「 一寸 ノ巾式」メイ ンプ レー ト
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1電総研漢 テ レコー ド表2

雑 誌記 事
職 業 コー ド

雑誌記事索引 自然科学編 にお ける漢字の頻度調査
日本工業標準調査会審議JIS職 業 コー ド(JlSC6266-1972)

野でなければほとんど使用しない漢字などもあるし,ま

たどの分野においても共通に使用する漢字 もある。

そ こで,各 漢字表 ・符号表ですでに行われてきた漢字

の使用頻度調査等を検討すると,各 分野ごとに,見 た場

合,決 して無制限に多 くの漢字を使用しているわけでは

な く,現 代のわが国の各分野において用いられている漢

字のみに範囲を限定すれば,特 殊分野の特殊漢字を含め

て も約1万 字 弱 とな る と考 え られ る。

一方,符 号体系か らみた字数のわ くは,す でに規格 と

な ってい るJISC6220NN情 報 交 換 用 符 号NNとJISC

6228ss情 報交換用符号の拡張法"を 基礎に検討すること
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に な った 。情 報 交 換 用 符 号 の 拡張 法 に よ る と,2バ イ ト

GO集 合 を用 い て,最 大 限94×94=8,836の 要素 の 収 容

が可能である。 これはさきに,各 分野からみて得た字数
も

のわ くと大差ない。そこで,「 情報交換用漢字符号」の

全 体 の 集 合 は,こ の8,836の 要 素 か らな る空 間 とす る こ

とに な っ た 。

さらに,こ れを単一の大 きな文字集合 とするか,二 つ

以上の文字集合に分けるかについて検討を行った結果,

第1水 準漢字集合と第2水 準漢字集合の二つの文字集合

とす る こ とに な った。

第1水 準漢字集合は,各 利用分野(37表)に おける漢
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`

字 の 統 計 的 解 析 結 り↓に,当 川 漢 字,同 補 正 案,人 名 用 漢

'七カ月表
,JISC6260NN～ 郁〕道府:LI,!一二1一 ドNN,J正SC6261

寒市 区 町 村 コ ー ド
"で 示 され て い る漢字 お よび 行政 情 報

処 理 用 基 本 漢 字(行 政 管理 庁)等 に基 づ く補 正 を 加 え

て,ど の 利 用 分 野 で も共通 す る基 本 の漢 字 集 合 とし,そ

の 字 数 は,2,965字 で あ る。

第2水 準漢 字 集 合 は,第1水 準 漢 字 集 合 以 外 の 各 利 川

分 野 に お け る漢 字 利 川 状 況 の 統 計IY`J解析 結 果 に,標 準 コ

ー ド用 漢 字 表(㈹ 情 報 処 理 学 会)お よび 行政 情 報処 理 用

基 本 漢 字(行 政 管 理 庁)等 に基 づ く補 正 を加 えて,主 に

特 殊 な 漢 字 の 集 合 と し,そ の字 数 は,3,385字 で あ る。

第1水 準 漢 字 集合 と第2水 準 漢 字 集 合 の 字 数 の 合 計 す な

わ ち符 号化 すべ き漢 字 は,6,350字 と決 め られ た。

4.配 列

(1)漢 字 以 外 の 図 形 文 字 の配 列

平 仮 名 と片 仮 字 は 通 常 の 国 語 辞 典 の 順 で あ る。 数 字,

ロー マ 文字,ギ リシ ア文 字 お よび ロ シア文 字 は,通 常 目

木 で 使 用 され て い る慣 用 の順 と し,特 殊 文 字 に つ い て は,

慣 用 に よ り同種 の もの が集 ま る よ うに し た。

(2)漢 字の配列

符号化すべ き漢字が選定されると,そ の配列を決める

必要がある。配列の原則は,一 つの漢字群の中では一義

的でなければならないし,そ の論理性は重要である。し

かし漢字の配列には画一的な方法がな く,標 準化の難点

の一つとされてきた。配列法 としては,主 に次の3種 が

考えられる。

σ"使用頻度によるもの

②発音によるもの

③字形によるもの

⑦の使用頻度順は,漢 字 とその使用率の関係か らくる

実用上の便利さ等の利点 も多いが,各 使用分野によって

漢字の使用頻度 も異な り,本 来,流 動的な性質のものと

思われるので,こ の方法は適当ではないと思われる。

②の発音によるものの代表的な ものは,五 十音順であ

る。

③の字形による方法 としては,総 画数順,部 首別画数

順の外に,写 真植字の配列である一寸 ノ巾式等の字形上

の特色による検索法が多数方案 されているが,今 口の漢

和辞典は,部 首別画数順によるものが主流を 占め て い

る。したがって,符 号表上の配列は,文 字または符号を

検索するときの容易さを重点的に名慮し,比 較的読みや

すい第1水 準漢字群は,五 十二音順配列に,読 みづ らいと

思われる第2水 準漢字群は,部 首別画数順配列にするこ

ととなった。

なお,符 号表一ヒの配列は入出力機器の鍵盤や印字エレ

メントの配列を規定するものではないという前提のもと

に検討が進められた。

5.符 号

(1)符 号 体 系

符 号 体 系 に つ い て は,全 く新 規 に 体 系 を 作 る考 え方 と

JISC6228NN情 報 交換 用符 号 の 拡張 法NNに も とつ く考 え

方 が あ る。

本 調 査研 究 の過 程 で は,6単 位 系,7単 位 系,8単 位

系,あ る いは14単 位 系 に つ い て 提 案 と審 議 が 行 わ れ た。

漢 字 符 号 体 系 で は,情 報 交 換 用 で あ る こ と,ま た字 種 の

多 さか ら,JISC6220"情 報 交 換 用符 号NN,JISC6228

"情 報交 換 用符 号の 拡 張 法 、 に従 って7単 位2バ イ トで

符 号化 す る こ とに な った。

(2)符 号 表 にお け る位 置 の 表 現 と図形 文 字 の割 付 け

JISC6228で は,2バ ・イ トGO集 合 上 の 位 置 は第1バ

イ トをNN表",第2バ イ トを,'NL列NNとss行N。 で表 現 し

て い るが,符 号 表 は1枚 の 表 で示 しナこ方 が実 用 上便 利 で

あ り,特 に矛 盾 す る点 もな か った の で1枚 の表 とし て取

り扱 うこ とに な った。 第1バ/ト を縦 軸 に と り,こ れ を

NN区
NNと し,第2バ イ トを横 軸 に と り,こ れ を 、点 、 と

し,94×94の1枚 の表 で表 示 し た(表 一2参 照)。 図 形

文 字 は,こ の 表 の 中 に符 号化 対 象 文 字6,803字 に つ い て

表 一3の とわ り割 付 け を行 い,図 形 文 字 用 符 号 表 を 作成

し た。

符 号 表 上 に は,図 形 文 字 の 割 付 け られ て い な い空 き領

域 が あ るが,お よそ 次 の2種 類 に分 け られ る。

① 情 報 交換 の 当 事者 間 の協 定 に よ り,一 時 的 ・局 所 的 に

文 字 を割 当 て てか ま わな い 場 所(仮 りに 自 由領 域 と呼

ぶ).
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表一一2符 号表 の形式

表3図 形文字の割付け

山

:

π ・1パイ・へ

/ b7 0 0 0 0 0 01 1 1 1 1

b5 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1

b5 0 0 0 0 0 01 1 1 1 1

b4 0 0 0 0 0 01 1 1 1 1

b3 0 0 0 1 1 10 0 1 1 1

b2 0 1 1 0 0 11 1 0 0 1

b1 1 0 1 0 1 00 1 0 1 0

lb7 b6 b5 b4 b3 b2 b1 × 1 2 3 4 5 690 91 92 93 94

0 1 0 0 0 0 1 1

0 1 0 0 0 1 0 2

0 1 0 0 0 1 1 3

0 1 0 0 1 0 0 4

0

1

1

1

0

1

0

1

1

0

0

1

1

0

5

90
～

1 1 1 1 0 1 1 91

1 1 1 1 1 0 0 92

1 1 1 1 1 0`1 93

1
`

1 1 1 1 10 94

割 り'11

て た 区

1～2

3

4

5

6

7

8～15

16～47

48～94

座主迦魎_L蓉 翌」皇撒 …
特 殊 文 字11881108

数字 ・L1一マ文字

平 仮 名

片 仮 名

ギ リ シ ア 文 字

ロ シ ア 文 字

非漢字の空iき領域

94 62

941 83

94 86

94 8ゴ

94 66

752

第1水 準漢 字

第2水 準漢 字

30082965

4418 3385

卜〔,口 8836 6803

匂

②将来の標準化にそなえて利用を禁止し,保 留する場所

(仮 りに保留領域 と呼ぶ)

今回の調査研究では,特 に自由領域と保留領域の区別

を明示しなかったが,そ れぞれの場所の違いは指摘で き

る。第1水 準漢字群の うしろ,特 殊文字の うしろは,将

来の規格における増補が予想 されるので,保 留領域の性

格が強い。 自由領域としての性格の強い場所は,区 単位

にそっくり空いている場所,つ ま り,第8～15区 および

第2水 準漢字群の うしろの第85～94区 が考えられる。

6.今 後の動向

情報交換のナこめの漢字符号の標準化に関し,標 準化す

べ き図形文字の選定,割 付けについての検討結果を述べ

てきたが,現 在,漢 字情報処理のナこめに使用されている

機能キャラクタは,そ の種類 もきわめて多 く,そ の定義

もまちまちであり,特 にソフ トウェア上,コ マン ドで処

理 され る もの に つ い て は,実 情 が つ か み に くい。 一 方,

わ が 国 で も1975年10月 に 一 つ の 提案 をISO(国 際 標 準

化 機 構)に 行 って い るが,ま だ 具体 的 討論 は され て い な

い。 以 上 の よ うな現 状 の 中 で,機 能 キ ャ ラ クタを 決 め る

に は,ま ず,そ の 現 況 の 調 査 を し,必 要 とす る機 能 キ ャ

ラ ク タの 種 類 と,そ の 定義 を 明確 に し た うえで,符 号 化

す る必 要 が あ る。 これ に は,か な りの 時 間 を か けて 調 査

研 究 す る必 要 が あ る の で,本 調 査 研 究 と は切 り離 す こ と

に な った。

今 回の 調 査 研 究 の 検 討結 果 は 「情 報 交 換 の た め の漢 字

符 号 の 標 準 化 に関 す る調 査 研 究 報 告 書」 と して と りま と

めて い る。 な お,今 後,こ の 調 査 研 究 を も とに工 業技 術

院 でJIS制 定 の ため の 検 討 が 行 わ れ る こ とに な って い

る。(兼 子 利 夫 ・技 術 課)

、
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この4月 から刷 日本情報処理ll日光協会の教育を担当す

る部門として再発足した情報処理研修センターでは,昭

和45年 開所以M(3,000人 以上σ)研修生を送 り出している。

研修センターの教育は上級情報処理技術者,情 報処理

部門の管理 者及び情報処理関連教育者等を対象 としてい

る。情報処理関連教育者の研修は官公庁の受託コースと

して開催 されており

10週 間の高校教官のコース(文 部省,東 京都等計3コ

ース)

4週 間の高ti:教官コース(文 部省)

等が毎年開催 されている。

以下,当 初か らこれ らのインス トラクタ・コースの研

修に関係して きた筆 者の感 じたままを二二,三 書いてみよ

うと思 う。

「研修センターの夏は暑い/」

センター内の空調は夏 も快適に作動 している。しかし

毎 年7月 末から高校教官コースと高専教官コースが同時

に始ま り,セ ンター内の雰囲気がにわかに活気をおびて

くる。特に高専の若い先生達の熱気がセンターのすみず

みまで広がって くる。高専コースでは講義は選択制で講

義を受講しない先生達が控室や図書室で議論を戦わせ,

計算機室では大型問題の処理で計算機は常時処理待ちの

行列 となる。

そこでセンターの計算機室担当者は 「苦情処理」 と,

「マシン ・スケジュールの調整」に連 日悩まされること

になる。 このコースの正規の演習時間は夜間に も設けら

れているので,筆 者等が夕方定時退所などとい うことは

まず考えられない。高専では特に情報処理関係の教育が

充実しているとい うことを耳にするたびにこのコースの

光景が思い出され納得が行 くのである。

このコースがある限 り筆者に夏期休暇はない。

「長い間高校で教鞭をとってきた先生は一国一城のあ

るじである.ノ」

このような先生が30人 も集まって研修が開始されるわ

けであるか ら初めはば らば らである。 ことに商業高校教

官の研修コースには,い つ も数人の電子計算機にはまっ

たく関係のない教科を担当している先生が選抜(?)さ れ

て くる。この先生達の中には 「現在の自分の担当してい

る教科を大切に守っていけば一生安楽に(?)過 ごせる

のにいまさら計算機の勉強を,始 めなければならないと

は」 という考えの人 もいる。研修が始まり,こ のような

雰囲気の中に筆者等は放 り出されるのである。講義の途

中で研修生同志が 「質問するな」 「させろ」と口論にな

ることもある。 「講義が下手だ」 と叱 られることも間々

ある。 とにか く数週間は夢のように過ぎていく。

やっと後半に入 り課題研究にグループで取 り組む頃に

なるとコースの雰囲気は一変する。その変化はどんなに

大げさに表わしてもたりないくらいである。10週 間の研

修を終え,晴 れ晴れ とした顔つ きで,知 識欲に満ちた立

派な情報処理担当の教育者(?)と してこの先生達が去

ってい くのを見て,長 い間の努力が報われたと思 うのは

筆者だけではないと思 う。しかし,「 せ っか く埋められ

た外堀,内 堀は再び掘 り返 されないだろ うか」 と危惧す

るの も筆者だけではないだろ う。研修終了後のアフタケ

ア不足を痛感する次第である。

「研修態度に出身地の特長がよくあらわれている/」

北陸か ら北海道までの地域からの研修生は目立たない

が,こ つこつとよく学習する。また研修前の準備 も行届

いていることが多い。九州か らの研修生は陽気でねばっ

こい。

夏の研修を終え,す ぐ通産省の情報処理技術者試験1

種の試験に合格した頑張 り屋のS老 先生,朝 の混雑する

電車を避けて早目に出勤する筆者を毎 日8時 半に待ちう

けて研修開始までの1時 間を有効に活用しt(?)K先

生等,鮮 明な印象を残していった先生が九州には多い。

このような研修コースを担当している間は筆者は歳を

とるの も忘、れて頑張れそ うである。

(広松恒彦 ・情報処理研修センター講師)
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お 知 ら せ

◇情報化週間懸賞作文 ・論文募集

通商産業省では,生 活 と情報化をテーマとする 「情報

化週間」を10月の第1週 を中心として実施(当 財団はこ

れに協力,各 種の支援業務を行う。)す ることになって

いるが,そ の一環として下記の要領で作文及び論文を募

集する。

1.作 品の内容 生活と情報化に関する感想,意 見,主

張など

2.募 集の対象Aグ ループ(小 中学生対象)400字 詰

め原稿用紙10枚 程度の作文Bグ ループ(高 校生以上

及び一般対象)25枚 程度の論文

3

'4

5

6

締切8月23日(月),当 日消印有効

応募方法 左記の事項 を記入した表紙をつける。

①応募の種類(A・Bの いずれかのグループ)

②作文又は論文の題名

③氏名(ふ りがな),性 別,生 年月日,年 令,現 住所

④学校名,学 年(高 校生以上については学科名,所

在地又は職業 ・勤務先及び所在地)

賞状及び賞品(金)

Aグ ループ

特選1編 通商産業大臣賞,副 賞(カ セットテー

プレコーダ)

入選 数編 通商産業大臣賞 副賞(デ ジタル時計)

入選者の所属校には記念品

Bグ ルーープ

特選1編 通商産業大臣賞,賞 金(30万 円)

入選 数編 通商産業大臣賞,賞 金(5万 円)

入選作品の発表9月 下旬,な お応募作品は返却せ

ず,入 選した作品の版権は,通 商産業省に帰属する。

7.作 品の送 り先及び問合せ先 通商産業省機械情報産

業局情報処理振興課(〒100東 京都千代田区霞が関1

の3の1)

電話(03)501-1511内 線3331-3

◇情報処理に関するシンポジウムの開催

当財団では内外の情報処理に関する調査 ・研究開発等

ノIPDECジ ャーナル

のIlぱ を行 って い るが,こ れ らの うち 最近 の テ ー マの な

か か ら,成 果 の 報 告 をかね,シ ン ポ ジ ウム を開 催 す る こ

とに な った。

開 催 期rlは,き た る8月5n(49),6口(金)の 両n

で テー マ,内 容,講 師等 は次 頁の 案 内 の とお りで あ る。

会 場 は 両 日 と も機 械振 興 会館 地 ド2階 ホ ー ル で 定 員

250名(申 込 先 着 順)。

参 加 ご希 望の 方 は,は さみ込 み の はが きに 所 要 事 項 を

記 入 して7月20n(火)ま で郵 送 して い ただ きた い。

な お,参 加 料 は無 料 で,内 容 そ の他 につ い て の お 問 合

LLJ"tr]z当貝イ1寸1'普及
`肖↓GEI活4348211内 線535,449)

!＼
o

◇映画 ・スライ ドの頒布価格改訂について

当財Jfで は情報処理に関する知識,技 術の普及をはか

るため,映 画,ス ライドを作成し頒布または貸出しを行

って一般の利用に供しているが諸材料,現 像料等の値上

りのため,こ のほど,次 のとお り頒布価格を改訂した。

映 画 頒 布 価 格 表

題 ∋ 仕 様㌫ ㌍ 撒
　 　　へ 　 　 　 　

経 営 と コ ン ピ ュ ー タ116%カ ラ ー・27分77,000円84,000円
1

」 三 ご 望:.・ 竺 力三=・r合、・ZL…巴・4,…円

考 え る企 業16%カ ラ ー24分!72,000円78,000F]

、 私三 あ肩 醐 蕗 一一16%。 ヲ ー、,Y>"i74,6。。。;♂ 三
　 　 コ　 　 　 コ 　コ 　 　 コ 　

㌍ へ の健康 をめざ16%カ ラー・・分 ・8,…II」寧 ・・r9

蓮 ネルギー と情 鞭16%・ ・一・・分 ・8,… 円i・6,… 円

・亘 た ちとコ ンビニ.』 ㌃25分 ・1・… 垣P2・E] ..

※貸出料:賛 助会員,一 般 とも1日2,200円(51年4月 改訂)

ス ラ イ ド ・テ キ ス ト価 格 表

1亘 一∵二名
.ド篇i青竜 冨1鑓1遍 ㌫ 三玉 一

や さしい
FORTRAN

や さしい
COBOL

や さ し い コ ン ピ

ュ ー タ

私 達 の コ ン ピ ュ
ー タ

SIP65iこ よ る基

本 プ ロ グ ラ ミン グ

誓i・5,・品 円

1繍
Mi

-「

4b,000円

6,000円

45,000円

700円

450円

35,000円5,000円

50,000円50,000円

Sl40,000円0,000円

%† フ26,000円126,000円

i、。,。。。諏 。。。円
1

800円

..55疸

1

ー

(50年12月 改 訂)

M:マ ウ ン ト,コ マ版S:ス トリ ップ,ロ ー ル 版

%セ:半 分 売 り,%セ ッ トSP:フ ジ ッ クスSP-5000用

※貸 出 料:賛 助 会 員800円,一 般1,000円(1日)

一59一

」
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'76情 報 処 理 に 関 す る シ ン ポ ジ ウ ム の ご 案 内

期 日 8月5日(木)

時 間

卜

.

テ ー マ

内 容

{

講 師 お よび}

バネリス ー

}

9:30～12:00 13:00～14:00

日本語情報処理システムの動向

〔講演〕

1.日 本語情報処理のニーズと社会的影響

2.日 本語の特質 と言語情報処理

3.日 本語情報処理の入出力システム

4.日 本語情報処理の応用

5.日 本語情報処理の開発動向

14:10～17:∞

〔パ ネ ル デ ィス カ ッ シ ョ ン 〕

(同 左)

8月6

10:30～12:00i

.

・経営 計 画 情 報 シ ス テ ム に関 すl
I

る基 本 問 題

〔講 演 〕

1.企 業 経 営 と マ ネ ジ メ ン ト

サ イエ ンス
d

2.経 営 情 報 シス テ ム と マ ネ

ジ メ ン トサ イエ ンス

.3.経 営 科 学 手法 の 導 入 に つ

iい て

.…・.縫 意 思 決 定 サ ポー トシ

1ス テ ム
:

日(金)

13:00～16:10

シ ス テ ム監 査の あ り方

〔講演 〕

1.シ ス テ ム監 査 の概 念

2.シ ス テ ム監 査に お け る ト

ップ,監 査,シ ス テ ム監 査

人,お よ び コ ン ヒ。ユ一 夕部

門 の役 割

3.シ ス テ ム監 査の方 法

4.現 状 と問題 点

5.今 後 の 方 向

(特)日 本科学技術情報センター 情報部次長

日本電気漢字システム㈱取締役システム開発部長

茨城大学教授

日比谷 コンピュータシステム㈱ 営業部営業課長

当財団 開発部開発第2課 長

氏

氏

氏

氏

郎

郎

雄

二

之

達

実

敏

尚

正

橋

川

綿

角

波

谷

高

長

石

両

難

一ツ橋大学教授

宮 川 公 男氏

または 成践大学助教授

高 橋 三 雄氏

㈹経済団体連合会秘書課長

居 林 次

㈱三井銀行システム開発部長i

上 田 英

…

氏

氏

.

雄

立

一

参加料:無 料(た だ し申込 み先着250名 まで)

申込み方法:本 誌 はさみ込 みの はが きで

や

会場:機 械振興会館地下2階 ホール

お問合せ:日 本情 報処理開発協会普及課内線(TEL434-8211内 線535449)
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(東 京都開催)

立 熟 ㈱ ⑦ザ更穿e鯛 ε卓:裂 宴晒 花車

参加 日
参 加 者 氏 名 所 属 ・役 職 名 (正室影09Z撰i%乎 望 由η又 写)憾 蛎:憾 目障

5日 6日
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):ε1}00:ZI～0ε:6 周 麹
:

　 }一} -'-T-}、 一}　

`!

8(*)日9冒81日 臨
`

1

ー

8

一

図 …輻 二 ⑦ ∀4」6e¥'<づ ～2上 国 ご,面 面 酷 劉9∠ 、



一

◇50年 度報告書の発行および頒布 につい て◇

当財卜liが昭和50年 度 に実施 した調査研究,開 発等に関 す る報告 書が次の

とお り,と りま とめ られ ました。

頒 布または閲覧 ご希望 の方 は当財 団普及課(434-8211内 線535)ま で

1c'連 絡 くだ さい。

B●

海外情 報処理 の現状 と展望 一アメ リカ,西 ドイツ,フ ランス

海外 の情 報産業

メ リヤス工業 システ ム化に関す る調査研 究報告書

繊維 産業の システ ム化情 報化に関 す る調査 報告 書(皿)

一縫製 業を中心 として一

経営計 画情 報システムに関 す る調 査研 究

経 営情 報調査 報告書(W)

総合貿易情 報システ ム調 査報告 書(IV)

日本語情 報処理 システ ムの研究開発

コンピュー タ ・システ ムの評価に関す る調査研 究報告書

一 コンピュー タ ・ネッ トワー ク形成への課題一

コンピュー タ ・ネッ トワー クJIPNETの 研 究開発

企業内情 報処理教育に関す る実態調査報告書

討議 コン ピュー タネッ トワー クアセス メン ト

オ ンライ ン需要調査報告書(50年 度)

POS導 入 ガイ ドブック

POSの 常識

POS需 要予測報告書

欧米POS導 入実態調査報告書

わが国におけ るシステム監査の あ り方

分 類 番 号

50・ROOI

50--ROO2

50--ROO3

50・ROO4

50--1～005

50-ROO6

50-SOO1

50-SOO2

50-SOO3

50-EOO1

価 格(一 般)

2,000ド 」

3,300

3,200

3,100

1,700

3,300

2,500

1,700

3,100

3,600

3,000

500

2,000

300

2,000

1,500

5,000

価 格(賛 助 会 員)

1,600円

2,600

2,600

2,500

1,400

2,600

2,000

1,400

2,500

2,900

2,500

400

1,600

250

1,600

1,200

4,500

憤
ね が い ・一 ・一 一 ・一 ・一 ・一 一 ・一 ・一 ・一 ・一 一 一 一 ・「…一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・一 ・・ おli

li

l毎 号JIPDECジ 。一ナルを,翻 してお りますが,崩 蹴 先(断 社名,部 課;

i名,役 職 ・氏名等)に 変更があ胤 たら,お 手数ですが下記まではがきでご連絡下さいまl
lす よ うお願 いい た します。i

li

1・i

Ii

l●105東 京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内i

1l

l顎 脚 鰍 鯉 開醐 会技綱 査絋 報課;
1i

L._一_,一 一.,,_._t_._一_一_、_、_._,.一 一.、_、_._,_一_一_、_,_,_._._,一 －s-一 ーi-一 －t-t_一_._、_,_._._._.」

海外 の トピックスを紹介す る海外情報 インデックスを毎 月1回 発行(無 料)し てお りますので,

当財 団調査課 〔TEL(03)434-8211(内 線538)〕 まで ご連絡 くだ さい。

ご希望の方は,

一


